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平成２８年度版実施計画の概要 

 
 「平塚市総合計画平成２８年度版実施計画」は、平塚市総合計画に位置付けた施策（重点施策・分

野別施策）の成果指標の目標値の達成に向けて、本市が実施する事業を定めたものです。 
 
 
（２）分野別施策ごとの事業数及び計画事業費について 

 

単位：千円 

分野別施策 事業数 会計区分 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 計 

１ ５０ 

一般会計 1,247,107 2,198,695 2,199,445 5,645,247 

特別会計 0 0 0 0 

計 1,247,107 2,198,695 2,199,445 5,645,247 

２ ５２ 

一般会計 7,098,737 6,370,908 6,169,437 19,639,082 

特別会計 4,240,901 3,001,001 1,810,975 9,052,877 

計 11,339,638 9,371,909 7,980,412 28,691,959 

３ ２４ 

一般会計 1,522,206 538,109 730,109 2,790,424 

特別会計 281,500 601,000 668,000 1,550,500 

計 1,803,706 1,139,109 1,398,109 4,340,924 

４ ２８ 

一般会計 3,033,019 3,444,774 3,157,560 9,635,353 

特別会計 519,550 1,366,300 1,690,300 3,576,150 

計 3,552,569 4,811,074 4,847,860 13,211,503 

合計 １５４ 

一般会計 12,901,069 12,552,486 12,256,551 37,710,106 

特別会計 5,041,951 4,968,301 4,169,275 14,179,527 

計 17,943,020 17,520,787 16,425,826 51,889,633 

 

（注１）平成２８年度計画事業費は、当初予算額を基本としています。 
（注２）平成２８年度、平成２９年度の計画事業費は、一部未定の事業もあるため参考値となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）基本的な考え方 

１ 
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（３）財政見通しについて 

 
計画期間中の財政見通しは次のとおりです。財政見通しは、今後の経済動向や国による地方財政計

画、さらには経済政策により大きな影響を受ける場合があることから、当面の一定条件に基づいて試

算しています。 
 
・歳入 

歳入の根幹である市税については、社会経済情勢や地方税制改正などを考慮して算出しました。

また、投資的経費や扶助費等の財源となる国県支出金及び建設事業や財源対策のための市債につ

いては、計画期間中の事業費や扶助費の推移により推計するとともに、地方消費税交付金につい

ては、平成２９年度以降は消費税率引上げによる増加を見込みました。その他の歳入については、

過去の実績などを基に推計しました。 
 
・歳出 

実施計画事業費については、平成２８年度の積算単価などを考慮して算出しました。 
実施計画外事業費については、少子高齢化が引き続き進展することから、扶助費の増加などが

見込まれ、将来の状況をできる限り的確に見据えた中で推計しました。また、物件費などその他

の経費は、過去の推移や平成２９年度以降の消費税率引上げに伴う経費増等を見込んで推計しま

した。 
 

❖財政収支の見通し（平成２８年度～平成３０年度） 
単位：百万円 

区     分 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

歳入 82,250 85,284 83,567 

 

自主財源 51,630 53,394 52,182 

 
市 税 41,978 42,299 42,694 

その他 9,652 11,095 9,488 

依存財源 30,620 31,890 31,385 

 

国県支出金 18,535 18,947 19,780 

市 債 5,715 6,281 4,474 

地方譲与税等 6,370 6,662 7,131 

歳出 82,250 85,284 83,567 

 

義務的経費 43,243 43,217 44,030 

実施計画事業費 12,901 12,552 12,257 

その他 26,106 29,515 27,280 

（注１）この推計は、平成２８年１月時点で推計したものです。 

（注２）財政収支の見通しは、一般会計についての推計です。 

（注３）財政支出の見通しの金額は、財源対策を講じた後の推計値です。 

（注４）義務的経費は、人件費や扶助費、公債費の合計です。 

（注５）歳出のその他は、繰出金や積立金などの合計です。 

（注６）実施計画事業で未定のものは、除いています。 
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  実施計画について 

 
（１）実施計画の位置付け・計画期間について 

 
平塚市総合計画は平塚市自治基本条例第１９条を策定根拠とし、同第８条に定めた「まちづくりの

指針」の実現に向けて取り組むものです。総合計画は『基本計画』－『実施計画』の２層の構成とし

ており、実施計画は基本計画に示した施策を具体化する事業を定めたものです。 
なお、社会経済情勢の変化や市民ニーズの多様化に迅速に対応するため、行政評価の結果を踏まえ

た見直しを毎年度行うこととし、計画期間は向こう３か年を見据えたものとしています。 
  
❖実施計画の位置付け 

自治基本 

条例 

（第８条） 

 基本計画 
（重点施策・分野別施策） 

 実施計画 
 基本計画は、自治基本条例

第８条のまちづくりの指針

を実現するため、本市を取

り巻く状況を踏まえ、施策

の方針を体系的に定めるも

のです。 

 実施計画は、基本計画に

示した施策に基づき、具

体化していくための事業

を定めるものです。 

 
 
 

❖まちづくりの指針 

平塚市自治基本条例第８条に定める「まちづくりの指針」は次の５つです。 
 
平塚市自治基本条例 

＜まちづくりの指針＞ 

第８条 市は、次に掲げる指針により、市民が幸せに暮らすまちを目指します。 
（１）世界の人々と相互理解を深め、多様な文化が共生し、人々が平和に共存するまちにします。 
（２）豊かな人間性と文化をはぐくみ、基本的人権を擁護するまちにします。 
（３）互いに支え合い、誰もが安心して、安全に暮らすまちにします。 
（４）自然環境と都市基盤が調和し、自然と人が共生するまちにします。 
（５）産業を培い、活力とにぎわいのあるまちにします。 

 
 
 
 
 
 
 

２ 

総合計画 
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個別施策 

個別施策 

柱 

柱 個別施策 

重
点
施
策 

自治基本

条例 
（第８条） 

重点的に取り組む
施策を抽出 

❖位置付けイメージ 

 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

❖計画期間   
年度（平成） 

計画名等 
28 29 30 31 32 33 34 35 

基本計画 
             

平成２８年度版実施計画         

平成２９年度版実施計画         

平成３０年度版実施計画         

平成３１年度版実施計画         

平成３２年度版実施計画         

平成３３年度版実施計画         

 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本計画 

平塚市総合計画 

基本施策 

基本施策 

基本施策 

柱 

柱 

 

分

野

別

施

策 

実施計画事業 

実施計画事業 

実施計画 

実施計画事業 

実施計画事業 

実施計画事業 

…
… 

実施計画事業 

 
予算、行政評価の結果を踏まえて

毎年度見直し 
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（２）実施計画の進行管理について 

 
実施計画事業の着実な展開を図るとともに、 

市民に対する説明責任を果たすため、行政評価 
（実施計画事業評価）を実施し、指標による評 
価や課題分析などを行い、効率的・効果的な進 
行管理を行います。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Plan 
事業の目的の 

明確化 

何をどのような状態に
するのかを明確にし、計
画する。 

Do 
事業の実施 

計画に基づき事業を実
施する。 

Action 
事業の改善 

評価に基づき改善を図

る。 

Check 
事業の評価 

計画に基づき、成果指標
や活動指標による評価
を行う。 
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（３）実施計画事業の見方について 
  
※総合計画の基本計画は「重点施策」と「分野別施策」の大きく２つに分けられ、それぞれに位置付く事業（取組）

が異なります。これに伴い、実施計画書もそれぞれ異なる体裁となっています。 
 
❖重点施策事業 
重点施策の計画内容について、施策体系順に掲載しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

…
… 

…
… 

重点施策中の個別施

策を表しています。 

個別施策の基本的な

方向性及び重要業績

評価指標（KPI）を表

しています（総合計

画の基本計画から転

載）。 

施策を推進するため

の具体的な取組を表

しています。 

上記の取組を含む関

連事業の計画事業費

を表しています。 
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❖分野別施策事業 
 分野別施策の計画内容について、施策体系順に掲載しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※計画事業費における表記説明 
「０」…事業費を要しない事業 
「―」…実施する内容がない場合 
「未定」…平成２８年度版実施計画策定段階で、算定が困難な事業 

事業に関連する

施策及び部局を

表しています。 

基本施策におい

て設定された成

果指標を表して

います。 

基本施策の取組

方針を表してい

ます（総合計画

の基本計画から

転載）。 

【計画事業費】 

各年度に実施す

る事業内容に要

する事業費を表

し て い ま す 。

（※） 

【事業内容】 

各年度に実施す

る事業内容を表

しています。複

数年にわたり事

業内容が継続す

る場合は罫線で

区切らず表して

います。実施す

る事業がない場

合は「―」で表

しています。 

…
… 
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重点施策事業 

 

 

３ 
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■数値目標 

指標名 現状値（H26） 目標値（H31） 目標値（H35） 

創業者数【年間】 9人 20人 22人 

工場の新設や増築を行った企業数【累計】 5件 20件 35件 

農地利用集積面積【累計】 105ha 120ha 132ha 

入込観光客数【年間】 707万人 736万人 740万人 

  

■基本的な方向性 

人口減少がもたらす地域経済の縮小化を克服するため、域外から資金を取り込む「域外市場

産業」と域内の資金の循環によって成り立つ「域内市場産業」のそれぞれをけん引していく企

業、事業者を中心に支援し、地域経済の基盤となる産業を振興します。また、商業、工業、農

業、漁業、観光の各産業がバランス良く発展している本市の強みを活かし、起業の促進や成長

のための支援を行うとともに、産業間の連携を促進することで新たな事業の創出を目指します。 

  

個別施策Ⅰ－（２）多様な担い手が活躍する機会をつくる 

個別施策Ⅰ－（１）基幹産業の競争力を強化する 

個別施策Ⅰ－（３）地域資源を活用した新たな事業を創出する 

 



12 

 

Ⅰ 
重点施策Ⅰ：強みを活かしたしごとづくり 

(１)  基幹産業の競争力を強化する

 

■基本的な方向性 

本市の基幹産業である製造業の設備投資や

小売業等の個店の差別化、特色を活かした商

店街づくりへの支援を行うとともに、新たな

産業集積の機会を活かし、雇用拡大や経営強

化、規模拡大を促します。また、事業者の新

製品や新技術の開発につながる共同研究を支

援するとともに、販路拡大に向けた取組を進

めます。

 

■重要業績評価指標(KPI) 

重要業績評価指標(KPI) 
現状値 目標値 

H26 H31 H35 

事業拡大や新技術・新商品
等の相談・紹介件数【年間】 

44 件 50 件 55 件 

魅力化実施店舗数【累計】 10 店舗 50 店舗 82 店舗 

■施策推進のための取組 

主な取組 関連事業名 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

企業が立地する際などの施
設や設備の整備、新規雇用
に対する助成 

企業立地等促進事
業 
【産業振興課】 

   

中小企業の施設・設備の導入
等の支援 

中小企業経営支援
事業 
【産業振興課】 

   

商業者の経営強化や商店の
魅力化のための支援 

商店等魅力アップ
推進事業 
【商業観光課】 

 

 

各商店会の特色を活かした
集客や交流の場づくりの取組
への支援 

商店街にぎわい創
出事業 
【商業観光課】 

   

   

産学公の共同研究による新
製品や新技術開発等の事業
化の支援 

産学公共同研究支
援事業 
【産業振興課】 

   

  

海外展開を目指す企業間の
情報交換や人材育成の支援 

中小企業経営支援
事業 
【産業振興課】 

   

企業等が製造した製品の展
示・PRや交流を通じた商取引
の促進 

テクノフェア推進
事業 
【産業振興課】 

   

ツインシティ整備の推進 
ツインシティ整備
推進事業 
【都市整備課】 

   

企業の新規立地や増築等の投資に対する助成 

ジェトロなど関係機関との共催によるセミナーと交流会の開催 

新たな産業用地の創出 

テクノフェアの開催 

設備投資資金の融資や利子補給等の実施 

空き店舗への出店促進 

店舗改装への支援（平成２８年度開始）や滞留拠点づくりへの支援 

個店アドバイザー派遣・逸品づくり支援・経営セミナー開催 

匠の店等によるまちゼミやまち歩きの開催 

共同研究に対する助成 

産学公連携強化セミナーの開催（平成２８年度開始） 
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■計画事業費（参考） 

主な取組 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

企業が立地する際などの施設や設備の
整備、新規雇用に対する助成 

90,076千円 109,360千円 110,003千円 

中小企業の施設・設備の導入等の支援 1,542,322千円 1,542,832千円 1,542,832千円 

商業者の経営強化や商店の魅力化のた
めの支援 

1,491千円 1,491千円 1,491千円 

各商店会の特色を活かした集客や交流
の場づくりの取組への支援 

7,143千円 7,143千円 7,643千円 

産学公の共同研究による新製品や新技
術開発等の事業化の支援 

1,800千円 1,800千円 1,800千円 

海外展開を目指す企業間の情報交換や
人材育成の支援 

【再掲】 

1,542,322千円 

【再掲】 

1,542,832千円 

【再掲】 

1,542,832千円 

企業等が製造した製品の展示・PR や交
流を通じた商取引の促進 

2,600千円 2,600千円 2,600千円 

ツインシティ整備の推進 1,038,466千円 1,430,107千円 1,141,360千円 

合計 2,683,898千円 3,095,333千円 2,807,729千円 

   ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「主な取組」に該当する場合があるため、「主な取組」の事

業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。  
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Ⅰ 
重点施策Ⅰ：強みを活かしたしごとづくり 

(２) 多様な担い手が活躍する機会をつくる 

 

■基本的な方向性 

起業家に対して、創業から経営安定に至る

一連の取組を充実させます。また、各産業の

新たな担い手に対して、関係機関と連携しな

がら、事業展開ができる環境を拡充します。

さらに、新規成長分野に取り組む事業者に対

して、技術革新等の誘発を図り、事業や雇用

機会の拡大につなげます。

 

■重要業績評価指標(KPI) 

重要業績評価指標(KPI) 
現状値 目標値 

H26 H31 H35 

創業支援件数【年間】 93 件 180 件 200 件 

新たな農の担い手数【累計】 8 人 38 人 62 人 

■施策推進のための取組 

主な取組 関連事業名 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

次世代の産業の担い手となる
起業家の育成 

起業家支援事業 
【産業振興課】 

   

   

中小企業経営支援
事業 
【産業振興課】 

   

企業や大学の有する情報や
知識の結合を促すことによる
イノベーションの誘発 

産学公共同研究支
援事業 
【産業振興課】 

  

   

専門家の派遣による中小企
業の販路開拓や経営力強化
の支援 

中小企業経営支援
事業 
【産業振興課】 

   

中小企業に対する融資制度
の紹介や経営改善相談の実
施 

中小企業経営支援
事業 
【産業振興課】 

   

農業の多様な担い手の育成
支援や地域農業の活性化支
援 

担い手総合対策事
業 
【農水産課】 

   

   

中心市街地の活性化のため
の担い手の育成支援 

商店街にぎわい創
出事業 
【商業観光課】 

   

   

 

 

課題解決のための専門家派遣や見本市出展支援 

専門家派遣等による起業後の経営安定に向けた支援 

担い手の確保・育成支援 

起業関連情報の提供や創業に向けた事業計画の作成支援 

経営課題を解決する総
合相談窓口設置の検討 

創業関連融資等の拡充（平成２８年度開始）による支援 

経営課題を解決する総合相談窓口を開設 

人・農地プランの策定支援 

共同研究に対する助成 

産学公連携強化セミナーの開催（平成２８年度開始） 

タウンマネージャー育
成研修への派遣（平成
３０年度開始） 
 

先進商店街の商業者との交流による人材発掘・育成 
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■計画事業費（参考） 

主な取組 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

次世代の産業の担い手となる起業家の
育成 

1,544,476千円 

（1,542,322千円） 

1,544,986千円 

（1,542,832千円） 

1,544,986千円 

（1,542,832千円） 

企業や大学の有する情報や知識の結合
を促すことによるイノベーションの誘発 

1,800千円 1,800千円 1,800千円 

専門家の派遣による中小企業の販路開
拓や経営力強化の支援 

【再掲】 

1,542,322千円 

【再掲】 

1,542,832千円 

【再掲】 

1,542,832千円 

中小企業に対する融資制度の紹介や経
営改善相談の実施 

【再掲】 

1,542,322千円 

【再掲】 

1,542,832千円 

【再掲】 

1,542,832千円 

農業の多様な担い手の育成支援や地域
農業の活性化支援 

2,719千円 2,719千円 2,719千円 

中心市街地の活性化のための担い手の
育成支援 

7,143千円 7,143千円 7,643千円 

合計 1,556,138千円 1,556,648千円 1,557,148千円 

   ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「主な取組」に該当する場合があるため、「主な取組」の事

業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。  
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Ⅰ 
重点施策Ⅰ：強みを活かしたしごとづくり 

(３)  

■基本的な方向性 

各産業がバランス良く発展している強みを

活かし、分野横断的なネットワークを活用し

た支援により農商工連携や６次産業化を推進

するとともに、観光も活用した地域資源を情

報発信することで販路拡大を図り、本市産業

のさらなる活性化と新たな事業につなげま

す。 

 

■重要業績評価指標(KPI) 

重要業績評価指標(KPI) 
現状値 目標値 

H26 H31 H35 

産業間連携による新事業支
援件数【累計】 

4 件 29件 49件 

市外の観光キャンペーン等
への参加回数【年間】 

10回 15回 20回 

■施策推進のための取組 

主な取組 関連事業名 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

農水産業における新事業の
創出や新商品の開発支援、
販路拡大に向けた支援 

都市農業促進事業 
【農水産課】 
 
水産振興推進事業 
【農水産課】 
 
観光事業 
【商業観光課】 

   

   

   

   

企業、団体、個人事業者のネ
ットワーク化による産業間の
連携の場の創出 

産業間連携促進事
業 
【産業振興課】 

   

   

■計画事業費（参考） 

主な取組 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

農水産業における新事業の創出や新商
品の開発支援、販路拡大に向けた支援 

15,905千円 15,905千円 15,905千円 

企業、団体、個人事業者のネットワーク化
による産業間連携の場の創出 

874千円 874千円 874千円 

合計 16,779千円 16,779千円 16,779千円 

   ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「主な取組」に該当する場合があるため、「主な取組」の事

業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。  

分野横断的な新たなネットワークの構築（平成２８年度開始） 

新商品の開発や新事業の創出に向け専門家派遣や開発費助成等による支援（平
成２８年度開始） 

地場産農産物のブランド化と地産地消の拡充支援 

生産者と消費者の交流による都市農業・漁業への理解の促進 

低未利用魚の高付加価値化と普及促進 

市外での観光ＰＲイベントでの地場産品の普及・啓発 
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■数値目標 

指標名 現状値（H26） 目標値（H31） 目標値（H35） 

合計特殊出生率 1.32 1.42 1.51 

     出典：人口動態保健所・市区町村別統計（厚生労働省） 

 

  

■基本的な方向性 

  周産期医療や小児救急医療の充実を図るとともに、分娩取扱医療施設を整備することで、安心

して出産・子育てできる環境づくりを目指します。また、結婚や出産後も継続した就労ができる

ように仕事と生活の調和を促進し、子育てにかかる負担を軽減するとともに、地域や学校での子

どもの成長の支援や見守りを通じて、子どもが安心して暮らせる環境づくりを目指します。 

個別施策Ⅱ－（２）安心して子育てができる環境をつくる 

 

個別施策Ⅱ－（１）若い世代の結婚・出産を支援する 

個別施策Ⅱ－（３）子どもの健やかな成長を支援する 
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Ⅱ 
重点施策Ⅱ：子どもを産み育てやすい環境づくり  

(１) 若い世代の結婚・出産を支援する 

 

■基本的な方向性 

結婚や出産の希望をかなえるために、経済

的な安定を支援し、若いうちに子どもを育て

ることができるようにするとともに、乳幼児

を持つ家庭への訪問、相談事業など、妊娠・

出産・育児期における不安の軽減を図り、切

れ目のない支援を行います。

 

■重要業績評価指標(KPI) 

重要業績評価指標(KPI) 
現状値 目標値 

H26 H31 H35 

乳児家庭全戸訪問の訪問率 

【年間】 
93.3％ 95.4％ 97.0％ 

産科・小児科（周産期）の
救急受診患者の受入数【年
間】 

2,068人 2,150人 2,300人 

妊婦健診の受診率【年間】 95.5％ 96.9％ 98.0％ 

■施策推進のための取組 

主な取組 関連事業名 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

周産期医療の充実 
市民病院 
【経営企画課】 

   

妊婦・乳幼児の健診、各種相
談・健康教室など母子への支
援 

母子保健事業 
【健康課】 

   

   

就職に向けた活動の支援 
就労支援事業 
【産業振興課】 

   

ワーク・ライフ・バランスに取り
組む企業への支援 

男女共同参画推進
事業 
【人権・男女共同参画課】  

   

労働セミナー事業 
【産業振興課】 

   

 

  

合同就職面接会や就労支援セミナー等の開催 

働きやすい環境づくりをテーマとした講演会の開催 

新棟（小児科と産科）建設による周産期医療の充実 

ワークライフバランスに取り組む企業への支援 

健康診査や健康教育・相談の実施 

妊婦健診への助成（平成 28 年度拡充） 
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■計画事業費（参考） 

主な取組 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

周産期医療の充実（周産期救急医療に関
する経費） 

124,039千円 124,039千円 124,039千円 

妊婦・乳幼児の健診、各種相談・健康教
室など母子への支援 

199,603千円 199,603千円 199,603千円 

就職に向けた活動の支援 1,855千円 1,855千円 1,855千円 

ワーク・ライフ・バランスに取り組む企業へ
の支援 

2,786千円 1,062千円 1,062千円 

合計 328,283千円 326,559千円 326,559千円 

   ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「主な取組」に該当する場合があるため、「主な取組」の事

業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。
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Ⅱ 
重点施策Ⅱ：子どもを産み育てやすい環境づくり 

(２) 安心して子育てができる環境をつくる 

 

■基本的な方向性 

安心して子育てができるようにするため、

保護者の仕事と育児の両立を支援するととも

に、経済的な負担感の軽減を図ります。

 

■重要業績評価指標(KPI) 

重要業績評価指標(KPI) 
現状値 目標値 

H26 H31 H35 

保育園等の待機児童数 0 人 0 人 0 人 

放課後児童クラブの受入可
能児童数 

1,127人 1,466人 1,622人 

■施策推進のための取組 

主な取組 関連事業名 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

一時的・臨時的な育児支援活
動を行うファミリーサポートセ
ンターの運営 

ファミリーサポー
ト事業 
【保育課】 

   

民間保育所等に運営費等の
一部を助成や入所児童の処
遇向上 

民間保育所助成事
業 
【保育課】 

   

  

民間保育所等の施設整備等
に係る経費の助成 

民間保育所施設整
備支援事業 
【保育課】 

   

幼児教育・保育の一体的な提
供及び地域における子育て
支援の実施 

公立園幼保一元化
推進事業 
【保育課】 

   

吉沢地区地域交
流・子育て支援拠
点づくり推進事業 
【中央公民館、保
育課、教育総務課】 

  

利用ニーズ（実質利用児童
数）に応じた放課後児童クラ
ブの設置 

放課後児童健全育
成事業 
【青少年課】 

   

子どもの通院、入院時の医療
費の助成 

小児医療費助成事
業 
【こども家庭課】 

   

 

 

 

預かり・送迎・産後 1か月以内の家事援助等の実施 

民間保育所の修繕に対する助成 

医療費助成の実施 

放課後児童クラブ実施箇所数の検討及び設置 

（仮称）港地区認定こ
ども園の建設工事と一
部供用開始 

（仮称）港地区認定こ
ども園の開設 

複合施設整備に向けた
建設準備 

基本設計・実施設計 

民間保育所、認定こども園及び私設保育施設に運営費等の一部を助成 

障がいのある子ども等の受入体制の充実 
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■計画事業費（参考） 

主な取組 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

一時的・臨時的な育児支援活動を行う
ファミリーサポートセンターの運営 

10,857千円 10,857千円 10,857千円 

民間保育所等に運営費等の一部を助
成や入所児童の処遇向上 

344,657千円 344,657千円 344,657千円 

民間保育所等の施設整備等に係る経
費の助成 

2,500千円 4,900千円 4,900千円 

幼児教育・保育の一体的な提供及び地
域における子育て支援の実施 

534,707千円 10,000千円 10,000千円 

利用ニーズ（実質利用児童数）に応じた
放課後児童クラブの設置 

293,459千円 293,459千円 293,459千円 

子どもの通院、入院時の医療費の助成 910,820千円 910,820千円 910,820千円 

合計 2,097,000千円 1,574,693千円 1,574,693千円 

   ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「主な取組」に該当する場合があるため、「主な取組」の事

業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。  
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Ⅱ 
重点施策Ⅱ：子どもを産み育てやすい環境づくり 

(３) 子どもの健やかな成長を支援する 

 

■基本的な方向性 

地域・保育所・学校において、育児支援、

学習支援・施設整備、相談しやすい環境を整

え、子どもの成長につながる機会・体制を充

実します。

 

■重要業績評価指標(KPI) 

重要業績評価指標(KPI) 
現状値 目標値 

H26 H31 H35 

子育て支援センター・つど
いの広場の利用者数【年間】 

57,138人 65,000人 67,000人 

介助員数 76人 85人 91人 

■施策推進のための取組 

主な取組 関連事業名 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

さまざまな子どもの相談・生
活助言や適切な支援へのつ
なぎ 

教 育 相 談 事 業
【子ども教育相談センター】 

   

就学相談・指導事
業
【子ども教育相談センター】 

   

スクールカウンセ
ラ ー 派 遣 事 業
【子ども教育相談センター】 

   

スクールソーシャ
ルワーカー派遣事
業 
【子ども教育相談センター】 

   

適応指導教室事業 
【子ども教育相談センター】 

   

地域療育システム 
【こども家庭課】 

   

子育て家庭に対する育児支
援を行うための地域子育て支
援拠点事業の推進 

地域子育て支援推
進事業 
【保育課】 

 

 

子どもたちの健やかな成長を
支援し教育の効果を高める支
援スタッフの派遣 

サン・サンスタッ
フ派遣事業 
【教育総務課】  

子どもたちが安心して学校生
活を送るための支援員の派
遣 

介助員派遣事業 
【子ども教育相談センター】 

子どもたちが快適に学校生活
を送るためにエアコン設置及
びトイレ洋式化の推進 

小学校施設管理事 
業 
【教育施設課】 

   

小学校大規模改修 
事業 
【教育施設課】 

   

中学校大規模改修
事業 
【教育施設課】 

   

児童・生徒の問題行動等の未然防止や早期解決に向けた対応・支援 

こども発達支援室での相談、機能訓練や保育所等への巡回訪問 

個の教育的ニーズに応じた就学相談・指導 

関係機関と連携した教育相談 

不登校児童・生徒の社会適応に向けた相談・指導 

児童・生徒の様々な問題解決に向けた児童・生徒本人や保護者へのカウンセリ
ング 

子育て支援センター事業やつどいの広場事業の推進 

地域で行う子育て支援活動等に保育士を派遣 

市内全小学校の特別教
室等へ空調機設置 

トイレの洋式化を含めた大規模改修工事 

トイレの洋式化を含めた大規模改修工事 

教育的ニーズに応じた介助員の配置 

学習支援補助員を派遣し学習環境や授業体制づくりを支援 

学校司書を派遣し学校図書館を活用した学習活動や読書活動を支援 
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■計画事業費（参考） 

主な取組 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

さまざまな子どもの相談・生活助言や適
切な支援へのつなぎ 

91,199千円 98,784千円 98,784千円 

子育て家庭に対する育児支援を行うため
の地域子育て支援拠点事業の推進 

41,111千円 41,111千円 41,111千円 

子どもたちの健やかな成長を支援し教育
の効果を高める支援スタッフの派遣 

71,139千円 71,139千円 71,139千円 

子どもたちが安心して学校生活を送るた
めの支援員の派遣 

61,539千円 62,290千円 63,040千円 

子どもたちが快適に学校生活を送るため
にエアコン設置及びトイレ洋式化の推進 

625,127千円 1,582,513千円 1,582,513千円 

合計 890,115千円 1,855,837千円 1,856,837千円 

   ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「主な取組」に該当する場合があるため、「主な取組」の事

業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。  
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■数値目標 

指標名 現状値（H26） 目標値（H31） 目標値（H35） 

要介護認定を受けていない市民の割合 

（75歳～79歳） 
90.3％ 90.8％ 91.0％ 

高齢者サロンの参加者数【年間】 43,507人 61,000人 75,000人 

 

 

  

■基本的な方向性 

  いつまでも生きがいを持ち、健康な状態を維持した高齢者を増やす取組を推進するとともに、

認知症や独居の状態になっても地域で支え合い、安心した生活を営めるような環境づくりを目指

します。 

個別施策Ⅲ－（２）高齢者の健康づくりを支援する 

 

個別施策Ⅲ－（１）高齢者が活躍する機会をつくる

個別施策Ⅲ－（３）地域が高齢者を支える環境をつくる 
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Ⅲ 
重点施策Ⅲ：高齢者がいきいきと暮らすまちづくり 

(１) 高齢者が活躍する機会をつくる 

 

■基本的な方向性 

長年培った技術や知識を活用できるよう、

生涯学習や地域活動、ボランティア活動など、

様々な形での高齢者の社会参加や地域貢献を

支援し、高齢者が生きがいを持ち、社会でい

きいきと活躍できる機会を創出します。

 

■重要業績評価指標(KPI) 

重要業績評価指標(KPI) 
現状値 目標値 

H26 H31 H35 

地域で奉仕活動等を行って
いる高齢者の数【年間】 

― 14,000人 27,000人 

町内福祉村ボランティア登
録者数 

1,563人 2,100人 2,500人 

地区公民館の地域人材講師
の登録件数 

104人 350人 390人 

■施策推進のための取組 

主な取組 関連事業名 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

住民相互の支え合いや交流
活動の活性化の支援 

地域福祉推進事業 
【福祉総務課】 

   

   

地域社会の担い手である高
齢者活動の支援 

地域の人材発掘・活
用事業 
【中央公民館】 

   

老人クラブ支援事
業 
【高齢福祉課】 

   

 

 

■計画事業費（参考） 

主な取組 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

住民相互の支え合いや交流活動の活性
化の支援 

2,809千円 2,909千円 3,009千円 

地域社会の担い手である高齢者活動の
支援 

7,884千円 7,884千円 7,884千円 

合計 10,693千円 10,793千円 10,893千円 

   ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「主な取組」に該当する場合があるため、「主な取組」の事

業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。  

町内福祉村の追加設置とコーディネーターの配置 

地域福祉情報の発信 

地域における活躍の場に対する支援 

指導者登録名簿作成やボランティアの育成・活用 
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Ⅲ 
重点施策Ⅲ：高齢者がいきいきと暮らすまちづくり 

(２) 高齢者の健康づくりを支援する 

 

■基本的な方向性 

高齢期になっても介護を必要とせず、健康

な心と身体を維持できるような取組を実施し

ます。また、早期から自分の身体に対する関

心を高める取組を行い、心も身体も健康な状

態を維持できるような取組を進めます。

 

■重要業績評価指標(KPI) 

重要業績評価指標(KPI) 
現状値 目標値 

H26 H31 H35 

健康チャレンジリーダー養
成者数【累計】 

― 100人 180人 

■施策推進のための取組 

主な取組 関連事業名 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

地域で楽しく健康長寿に向け
たチャレンジ 

一般介護予防事業 
【高齢福祉課】 

   

   

   

早期から健康意識を高め、高
齢期になっても健康な身体の
維持 

健康増進事業 
【健康課】 

   

 

 

■計画事業費（参考） 

主な取組 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

地域で楽しく健康長寿に向けたチャレン
ジ 

23,437千円 23,437千円 23,437千円 

早期から健康意識を高め、高齢期になっ
ても健康な身体の維持 

250,228千円 250,228千円 250,228千円 

合計 273,665千円 273,665千円 273,665千円 

   ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「主な取組」に該当する場合があるため、「主な取組」の事

業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。  

 

 

 

 

健康教育・各種がん検診・各種健康診査の実施 

健康意識を高める教室や講話の開催 

健康チャレンジリーダーによる健康づくりの支援 

地域住民による自主的な健康づくりの支援 
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Ⅲ 
重点施策Ⅲ：高齢者がいきいきと暮らすまちづくり 

(３) 地域が高齢者を支える環境をつくる 

 

■基本的な方向性 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし

続けられるよう、地域住民や地元企業など、

地域の多様な主体の自主的な活動を支援する

とともに、医療機関や介護事業所をはじめと

した関係機関の連携を推進し、地域全体で高

齢者を支える環境をつくります。

 

■重要業績評価指標(KPI) 

重要業績評価指標(KPI) 
現状値 目標値 

H26 H31 H35 

地域包括ケアシステムが構
築されている地区数 

1 地区 6 地区 13地区 

認知症サポーター養成者数
【累計】 

10,252人 13,800人 16,600人 

成年後見制度出張講座等参
加者数【累計】 

270人 2,270人 3,870人 

■施策推進のための取組 

主な取組 関連事業名 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

地域包括ケアシステムの構
築 

包括的支援事業 
【高齢福祉課】 

   

   

   

成年後見制度の利用支援や
普及啓発の推進 

成年後見制度推進
事業 
【福祉総務課】 

   

 

 

■計画事業費（参考） 

主な取組 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

地域包括ケアシステムの構築 331,540千円 331,540千円 331,540千円 

成年後見制度の利用支援や普及啓発の
推進 

16,872千円 16,872千円 16,872千円 

合計 348,412千円 348,412千円 348,412千円 

   ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「主な取組」に該当する場合があるため、「主な取組」の事

業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。  

 

 

成年後見利用支援センターの運営や市民後見人の養成 

地域ケア会議の開催による地域課題の解決 

認知症地域支援推進員の地域包括支援センターへの配置 

認知症サポーター養成上級者講座の開催 
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数値目標 

指標名 現状値（H26） 目標値（H31） 目標値（H35） 

地域団体等が実施する防災訓練数【年間】 302回 332回 356回 

床上浸水が発生している重点対策地区数
【年間】 

7地区 0地区 0地区 

窃盗犯の発生件数【年間】 981件 880件 780件 

交通事故の発生件数【年間】 1,265件 970件 790件 

 

  

基本的な方向性 

  地域の防災・防犯・交通安全活動を支援します。また、災害の被害を最小限に抑えるために、

建築物の耐震化や浸水対策等の減災※・防災対策に取り組むとともに、犯罪や消費者被害の防止

及び交通安全対策を推進することで、安心・安全なまちづくりを目指します。 

個別施策Ⅳ－（２）犯罪や消費者被害を防止する 

個別施策Ⅳ－（１）災害に強い地域づくりを推進する 

個別施策Ⅳ－（３）交通安全対策を推進する 
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Ⅳ 
重点施策Ⅳ：安心・安全に暮らせるまちづくり 

(１) 災害に強い地域づくりを推進する 

 

■基本的な方向性 

地域住民や地域住民により組織された防災

関係団体と行政が協働し、防災意識を高め、

自助・共助・公助の連携により災害から身を

守ることができる地域づくりを推進します。

 

■重要業績評価指標(KPI) 

重要業績評価指標(KPI) 
現状値 目標値 

H26 H31 H35 

防災活動事例の紹介件数 
【年間】 

50件 70件 90件 

保存食の種類数 ３種類 ６種類 ８種類 

総合浸水対策重点地区の整
備進捗率【累計】 

5％ 100％ 100％ 

■施策推進のための取組 

主な取組 関連事業名 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

自助・共助・公助の連携によ
る地域減災対策の推進 

防災訓練強化事業 
【災害対策課】 

   

   

災害用備蓄拡充事
業 
【災害対策課】 

   

   

住宅密集地等消火
体制強化事業 
【消防救急課】 

   

建築物の耐震診断費・改修
工事費の一部助成 

建物の耐震性向上
促進事業 
【建築指導課】 

   

橋りょうの耐震化の推進 
橋りょう震災対策
事業 
【道路整備課】 

   

公共下水道の耐震化の推進 
公共下水道管路地
震対策事業 
【下水道整備課】 

   

総合的な浸水対策の推進 
公共下水道整備事
業 
【下水道整備課】 

   

 

建築物の耐震診断費や改修工事費の一部助成 

橋りょうの耐震補強工事の実施 

管渠の耐震化工事の実施 

管渠の築造工事の実施 

収納箱等の設置及び訓練等の実施 

避難所用プライベートルーム、食料、災害用トイレ等の備蓄 

避難所用投光機の備蓄 

自主防災組織訓練、総
合防災訓練、津波避難
訓練の実施 

県と合同の大規模図上
訓練の実施 

自主防災組織訓練、総
合防災訓練、津波避難
訓練の実施 

自主防災組織訓練、総合
防災訓練、ハザードマッ
プによる津波訓練の実施 
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■計画事業費（参考） 

主な取組 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

自助・共助・公助の連携による地域減災
対策の推進 

27,510千円 34,219千円 34,125千円 

建築物の耐震診断費・改修工事費の一
部助成 

19,113千円 19,113千円 19,113千円 

橋りょうの耐震化の推進 165,500千円 165,000千円 165,000千円 

公共下水道の耐震化の推進 99,500千円 110,000千円 110,000千円 

総合的な浸水対策の推進 1,100,974千円 1,015,000千円 648,000千円 

合計 1,412,097千円 1,343,332千円 976,238千円 

   ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「主な取組」に該当する場合があるため、「主な取組」の事

業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。  
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Ⅳ 
重点施策Ⅳ：安心・安全に暮らせるまちづくり 

(２) 犯罪や消費者被害を防止する 

 

■基本的な方向性 

地域住民が主体となった組織の取組を支援

し、防犯意識を高めるとともに、犯罪が起きに

くい地域づくりを進めます。また、消費生活に

関する情報を提供し、消費者被害の未然防止を

図るとともに、消費者トラブルの救済に向けた

取組を進めます。 

 

■重要業績評価指標(KPI) 

重要業績評価指標(KPI) 
現状値 目標値 

H26 H31 H35 

市と関係団体による防犯活
動数【年間】 

13回 22回 26回 

消費生活相談において消費
者自らが相手方と交渉でき
るよう助言した件数の割合 

75％ 82％ 85％ 

■施策推進のための取組 

主な取組 関連事業名 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

犯罪が起きにくい環境づくり 

防犯対策推進事業
【危機管理課】 

   

防犯設備整備事業 
【危機管理課】 

  

安全な消費生活の推進 

安全で豊かな消費
生活推進事業 
【市民情報・相談
課】 

   

 

■計画事業費（参考） 

主な取組 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

犯罪が起きにくい環境づくり 79,274千円 1,888千円 1,888千円 

安全な消費生活の推進 18,102千円 18,102千円 18,102千円 

合計 97,376千円 19,990千円 19,990千円 

※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「主な取組」に該当する場合があるため、「主な取組」の事

業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。  

 

消費生活相談、出前講座・教室等の実施 

防犯キャンペーンや地域見守り花植え活動の実施と防犯教室の開催 

防犯街路灯の一括 
ＬＥＤ化 
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Ⅳ 
重点施策Ⅳ：安心・安全に暮らせるまちづくり 

(３) 交通安全対策を推進する 

 

■基本的な方向性 

事故から身を守ることができるよう、交通

ルールの遵守や自転車マナーの向上を図り、

市民の交通安全意識を高めるとともに、日常

の移動手段として多くの人に利用されている

自転車の安全な走行環境をつくります。 

 

■重要業績評価指標(KPI) 

重要業績評価指標(KPI) 
現状値 目標値 

H26 H31 H35 

交通安全教室の開催数 

【年間】 
200件 210件 210件 

平塚駅３㎞圏の自転車ネッ
トワーク整備率【累計】 

3％ 33％ 70％ 

■施策推進のための取組 

主な取組 関連事業名 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

交通安全対策の推進 
交通安全啓発推進
事業 
【交通政策課】 

   

自転車を利用しやすい環境
づくり 

自転車通行帯整備
事業 
【道路整備課、交通
政策課】 

   

 

 

■計画事業費（参考） 

主な取組 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

交通安全対策の推進 9,093千円 9,093千円 9,093千円 

自転車を利用しやすい環境づくり 45,000千円 55,000千円 55,000千円 

合計 54,093千円 64,093千円 64,093千円 

   ※注：事業費の合計について、一つの事業が複数の「主な取組」に該当する場合があるため、「主な取組」の事

業費合計は、各個別事業の事業費を積み上げた合計金額と異なります。  

 

  

交通安全教室や各種キャンペーンの開催と高齢者家庭への訪問 

自転車通行帯の整備 
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分野別施策事業 
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分野別施策１ 
豊かな心と文化をはぐくむまちづくり 

基本施策 
 
１－① 子どもの学びを充実する  

 １－② 教育環境を充実する 

 １－③ 生涯学習や芸術・文化活動の環境を充実する 

 １－④ 誰もが気軽にスポーツを楽しむ環境を充実する 

 １－⑤ 青少年の健全育成を推進する 

 １－⑥ 活発な市民の交流を促進する 

 １－⑦ 平和意識の普及・啓発を推進する 

 １－⑧ 人権尊重・男女共同参画を推進する 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 生きる力を育む学校づくり推進事業 担当課 教育指導課 

事業概要 
幼児、児童、生徒の生きる力を育む学校づくりを推進するため、各学校において､ふれあい教育､

総合的な学習の時間､芸術鑑賞教室等を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 26,830千円 26,830千円 26,830千円 

事業内容 ふれあい教育の推進、芸術鑑賞教室の実施 

 

事業名 地域に根ざした教育推進事業 担当課 教育指導課 

事業概要 
児童、生徒のため、地域の教育資源を生かし、地域との密接な連携のもと、地域に根ざした魅力

ある学校教育活動を展開します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 38千円 38千円 38千円 

事業内容 学習支援ボランティアの活動 

 

事業名 外国人英語指導者の学校訪問事業 担当課 教育指導課 

事業概要 

幼児、児童、生徒の英語に対する興味・関心を高め、英語や外国の生活・文化に親しむ態度を育

成するため、外国人英語指導者が幼稚園・小学校・中学校を訪問します。また、小・中学校の希

望により、長期休業中等にも訪問します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 37,575千円 37,575千円 37,575千円 

事業内容 外国人英語指導者の学校訪問、サマースクールの実施等 

 

 

 

 「確かな学力」の向上を図るため、授業改善や学ぶ意欲の向上、学習習慣の確立を目指した取組を推進し
ます。また、子どもたちが社会的に自立し、たくましく生きていくことができるよう、学びの連続性を意
識した教育活動や活力ある学校づくりを推進します。 

 子どもたちが、自己肯定感を高め、多くの人と関わり合い、認め合いながらより良い生き方を求めていけ
るよう、学校、家庭、地域、関係機関の更なる連携を推進します。 

 子どもたちが情報活用能力や情報モラルを身につけることができるよう、情報教育を推進します。 
 英語や外国の生活・文化に親しむ機会を創出するとともにコミュニケーション能力等の育成を図り、子ど
もたちの多様な学びを推進します。 

関係部：学校教育部、社会教育部 

授業（国語、算数・数学）の内容がよく分

かると回答した児童生徒の割合 
小77.2％ 

中69.0％ 

小78.5％ 

中70.5％ 

小80.0％ 

中72.0％ 

自分にはよいところがあると回答した児

童生徒の割合 
小73.9％ 

中67.5％ 

小74.5％ 

中68.5％ 

小75.0％ 

中69.5％ 

  

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 
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事業名 英語教育推進事業 担当課 教育指導課 

事業概要 

小・中学校における英語教育の充実のため、小学校外国語活動に関わる講師招聘による研修会等

を実施するとともに、外国人英語指導者の効果的な活用を支援します。また、実用英語技能検定

の検定料を補助します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,021千円 1,127千円 1,127千円 

事業内容 講師招聘による研修会等の実施、実用英語技能検定の検定料補助 

 

事業名 幼・保・小・中連携の推進事業 担当課 教育指導課 

事業概要 
幼稚園、保育所、小学校、中学校の指導の一貫性を図るため、幼・保・小・中連携学習研究会等

を通して指導のあり方や指導上の問題点等について研究、協議を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 50千円 50千円 50千円 

事業内容 幼・保・小・中連携学習研究会の開催 

 

事業名 道徳教育推進事業 担当課 教育指導課 

事業概要 
児童、生徒の道徳的実践力を育成するため、教員を対象とした公開授業及び授業研究会を実施す

るとともに、体験活動を生かした児童、生徒の心に響く道徳教育を充実します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 0千円 0千円 0千円 

事業内容 道徳授業研究会等の実施 

 

事業名 日本語指導協力者派遣事業 担当課 教育指導課 

事業概要 
学校における日本語指導､母語指導､生活適応指導等を支援するため､日本語指導が必要である児

童・生徒に対して、要請に応じて日本語指導協力者を派遣します｡ 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 9,300千円 9,300千円 9,300千円 

事業内容 日本語指導協力者の派遣 

 

事業名 子ども読書活動推進事業 担当課 中央図書館  

事業概要 
各中学校区子ども読書活動推進協議会を中心に、家庭・地域・学校・行政が連携し、全市的な読

書活動を推進します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,300千円 1,300千円 1,300千円 

事業内容 

子ども読書活動推進、第三次計

画の平成２７年度実施報告書

作成 

子ども読書活動推進、第三次計

画の中間評価の実施 

子ども読書活動推進、第三次計

画の平成２９年度実施報告書

の作成 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 適応指導教室事業 担当課 子ども教育相談センター 

事業概要 
学校に登校しないあるいはしたくてもできない児童・生徒のために相談や小集団活動を行う適応

指導教室を運営します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 5,330千円 5,330千円 5,330千円 

事業内容 適応指導教室等の運営 

 

事業名 教育相談事業 担当課 子ども教育相談センター 

事業概要 
心や体に悩みや課題を持つ子どもやその保護者に対し、各専門機関と連携しながら相談、指導を

行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 17,141千円 20,224千円 20,224千円 

事業内容 相談業務の実施 

 

事業名 就学相談・指導事業 担当課 子ども教育相談センター 

事業概要 
特別な教育的配慮が必要と思われる児童・生徒に適切な就学ができるように相談や指導を行いま

す。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 3,371千円 3,371千円 3,371千円 

事業内容 平塚市教育支援委員会の開催 

 

 

関係部：学校教育部、社会教育部 

  

 
不登校児童・生徒の出現率 

小0.54％ 

中2.95％ 

小0.47％ 

中2.85％ 

小0.40％ 

中2.75％ 

 
いじめの解消率 

小97.8％ 

中99.5％ 

小100％ 

中100％ 

小100％ 

中100％ 

 地域と連携した環境整備や教育活動における万全な安全対策を図ります。 
 いじめ、不登校、暴力行為など子どもたちが抱えている諸問題に対して、スクールカウンセラーやス
クールソーシャルワーカーの活用による関係機関との連携など相談・指導体制の強化・充実に努めま

す。 

 子どもたちが円滑な学校生活を送れるように、個に応じた支援体制を整え、保護者の不安や悩みに対
応ができる相談体制を充実します。 

 経済的理由により、就学が困難な子どもたちに対して必要な援助を行います。 
 子どもたちの安心・安全な学校生活と多様な教育ニーズに応えるため、学校施設や設備の計画的な整
備を進め、快適な教育環境への改善を図ります。 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 
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事業名 スクールカウンセラー派遣事業 担当課 子ども教育相談センター 

事業概要 
児童、生徒の様々な問題を解決するため、本人や保護者のカウンセリングを行い、教職員を援助

するスクールカウンセラーを各小中学校に派遣します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 29,941千円 34,443千円 34,443千円 

事業内容 スクールカウンセラーの派遣 

 

事業名 スクールソーシャルワーカー派遣事業 担当課 子ども教育相談センター 

事業概要 
社会福祉に関する専門的な知識や技術を有するスクールソーシャルワーカーを各小中学校へ派遣

します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 4,784千円 4,784千円 4,784千円 

事業内容 スクールソーシャルワーカーの派遣 

 

事業名 介助員派遣事業 担当課 子ども教育相談センター 

事業概要 
障がいのある子どもたちが学校（園）生活を円滑に送れるようにするため、学習活動や日常生活

を支援する介助員を派遣します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 61,539千円 62,290千円 63,040千円 

事業内容 介助員の派遣 

 

事業名 サン・サンスタッフ派遣事業 担当課 教育総務課 

事業概要 
児童、生徒一人一人に応じた指導の充実や学習活動及び読書活動の充実を図るため、サン・サン

スタッフ（学習支援補助員、学校司書）を派遣します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 71,139千円 71,139千円 71,139千円 

事業内容 サン・サンスタッフの派遣 

 

事業名 児童生徒就学援助事業 担当課 教育総務課 

事業概要 
義務教育を円滑に受けることができるようにするため、経済的な理由により就学が困難な児童、

生徒の保護者に対して必要な援助をします。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 143,004千円 143,004千円 143,004千円 

事業内容 就学費の援助 

 

事業名 特別支援教育就学奨励援助事業 担当課 教育総務課 

事業概要 
特別支援教育を円滑に受けることができるようにするため､特別支援学級に就学する児童･生徒等

の保護者に対し､その負担能力に応じた援助をします｡ 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 7,160千円 7,160千円 7,160千円 

事業内容 就学奨励費の援助 
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事業名 高等学校等修学支援事業 担当課 教育総務課 

事業概要 高等学校等における修学支援を行うため、修学支援金を支給します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 8,208千円 8,208千円 8,208千円 

事業内容 修学支援金の支給 

 

事業名 相模小学校移転整備事業 担当課 教育施設課 

事業概要 隣接校解消のため、相模小学校の移転を推進します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 20,718千円 未定 未定 

事業内容 
用地取得、地質調査、建築設計

等 
用地取得、建築設計等 工事着手 

 

事業名 小学校施設管理事業 担当課 教育施設課 

事業概要 
安全な小学校運営のため、学校施設に関する各種点検の実施や老朽化建物・設備の改修、敷地内

の整備や樹木剪定などを実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 282,513千円 282,513千円 282,513千円 

事業内容 

小学校施設の各種維持管理業

務、小学校 28校の特別教室等

へ空調機設置など 

小学校施設の各種維持管理業務 

 

事業名 小学校大規模改修事業 担当課 教育施設課 

事業概要 施設の長寿命化を進めるため、屋上防水工事や外壁改修等の大規模な改修工事を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 81,213千円 1,000,000千円 1,000,000千円 

事業内容 小学校1校の大規模改修工事 小学校2校の大規模改修工事 小学校2校の大規模改修工事 

 

事業名 中学校大規模改修事業 担当課 教育施設課 

事業概要 施設の長寿命化を進めるため、屋上防水工事や外壁改修等の大規模な改修工事を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 261,401千円 300,000千円 300,000千円 

事業内容 中学校2校の大規模改修工事 中学校2校の大規模改修工事 中学校2校の大規模改修工事 

 

事業名 通学路安全対策事業 担当課 教育総務課 

事業概要 
通学路の安全を確保するため、地域、学校、行政、警察との連携により、児童、生徒が安全で安

心して通学できる環境づくりを進めている団体に対して活動費を助成します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 320千円 320千円 320千円 

事業内容 通学路安全対策事業実施団体への助成 

 

事業名 地域教育力ネットワーク推進事業 担当課 社会教育課 

事業概要 
子どもたちの生きる力を育むため、各地区において、世代間交流、体験事業等を実施するほか、

こどもサポート看板の設置、パトロール等の共通事業を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,700千円 1,700千円 1,700千円 

事業内容 地域教育力ネットワーク協議会の活動支援 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 地域の人材発掘・活用事業 担当課 中央公民館 

事業概要 生涯学習活動の推進のため、地域における人材の発掘・登録とボランティアを育成・活用します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 0千円 0千円 0千円 

事業内容 指導者登録名簿作成、ボランティアの育成活用 

 

事業名 多様な学習推進事業 担当課 中央公民館 

事業概要 

生涯学習を推進するため、公民館において学習情報等の提供を行うとともに、児童・生徒地域参

加事業、家庭教育学級、高齢者学級の充実を図るほか、地域課題、現代的課題等に取り組む内容

の講座を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 5,433千円 5,433千円 5,433千円 

事業内容 児童・生徒地域参加事業、高齢者学級をはじめとする各種講座等の開催 

 

事業名 魅力ある美術展覧会事業 担当課 美術館 

事業概要 
多様な年齢層が国内外の優れた近現代美術作品に接する機会を充実するため、テーマを設定した

企画展と所蔵品を活用した特集展を開催します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 44,486千円 44,486千円 44,486千円 

事業内容 企画展、特集展の開催 

 

 

 

関係部：市民部、社会教育部 

  

 
各種講座・講演会への参加者数（年間） 

 

48,314人 
 

 

49,000人 
 

 

49,400人 
 

 
博物館・美術館の特別展の観覧者数（年間） 

 

133,008人 
 

 

138,900人 
 

 

138,900人 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 学習情報の提供や発表の場の充実、地域における人材発掘や育成・活用などにより、様々な学習活動を支
援するとともに誰もが学習できる機会を充実します。 

 音楽・演劇・美術など芸術・文化活動に関する情報を幅広く発信し、優れた芸術・文化を鑑賞する機会や
実践する機会を充実します。 

 地域の特色ある歴史・芸術・文化資源を掘り起こし、囲碁をはじめ、それらを活用した魅力的な文化活動
を市民とともに展開します。 

 郷土意識を啓発・醸成するため、地域の歴史や文化財の保存・周知を図ります。また、郷土芸能の継承・
保存やイベントの開催、後継者の育成などの取組を進めます。 

 市民の生涯学習や芸術・文化活動の場の安全確保のため、計画的に施設の維持保全や整備を進めます。 
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事業名 美術教育の普及・体験事業 担当課 美術館 

事業概要 美術教育普及活動を推進するため、ワークショップを開催します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 5,592千円 5,592千円 5,592千円 

事業内容 赤ちゃんアート等のワークショップの開催 

 

事業名 博物館教育普及活動推進事業 担当課 博物館 

事業概要 市民の生涯学習に役立てるため、体験学習、各種の講座、野外教育活動等を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 36,083千円 36,083千円 36,083千円 

事業内容 体験学習や講座、刊行物発行等の教育活動の実施、博物館資料の保全 

 

事業名 博物館特別展事業 担当課 博物館 

事業概要 
学芸員が収集・調査・研究した成果を市民の知的共有財産とするため、特別展を開催し、その成

果を分かりやすく具体的に展示します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 5,910千円 5,910千円 5,910千円 

事業内容 人文部門等の特別展の開催 民俗部門等の特別展の開催 考古部門等の特別展の開催 

 

事業名 無形文化財保存事業 担当課 社会教育課 

事業概要 
郷土芸能の継承と後継者の育成を図るため、活動発表の場である民俗芸能まつりを開催するほか、

その保存に必要な活動支援等を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 798千円 798千円 798千円 

事業内容 民俗芸能まつりの開催、無形文化財保存伝承団体への支援 

 

事業名 囲碁文化振興事業 担当課 文化・交流課 

事業概要 囲碁文化の向上と振興のため、各種イベント等を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 8,230千円 8,230千円 8,230千円 

事業内容 各種イベント等の実施 

 

事業名 崇善地区地域交流・市民活動拠点づくり推進事業 担当課 中央公民館、協働推進課 

事業概要 
老朽化対策が必要な崇善公民館について、市民の安全確保を図るとともに、公共施設の最適化を

進めるため、地区公民館及び市民活動拠点の機能を併せもつ複合施設の整備を進めます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 0千円 10,000千円 10,000千円 

事業内容 建設準備 基本・実施設計 実施設計等 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 サッカー文化の振興によるまちづくり事業 担当課 スポーツ課 

事業概要 
サッカー文化を振興するため、湘南ベルマーレによる小学校巡回授業やコーチによるサッカー教

室等を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 2,180千円 2,180千円 2,180千円 

事業内容 小・中学生トレーニングセンター指導者派遣、小学校巡回授業 

 

事業名 市民総合体育大会開催事業 担当課 スポーツ課 

事業概要 地区対抗形式で､ニュースポーツも取り入れた市民総合体育大会を開催します｡ 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 4,095千円 4,095千円 4,095千円 

事業内容 
第６５回市民総合体育大会の

開催 

第６６回市民総合体育大会の

開催 

第６７回市民総合体育大会の

開催 

 

事業名 サッカーを中心としたスポーツ振興事業 担当課 総合公園課 

事業概要 
「サッカーのまち」として定着させるため、湘南ベルマーレスポーツクラブによるサッカースク

ール等を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 0千円 0千円 0千円 

事業内容 スクールの開催 

 

 

 

 

 

 

関係部：都市整備部、社会教育部 

  

 
各種スポーツ大会等参加者数（年間） 

 

7,588人 
 

 

8,300人 
 

 

8,300人 
 

 
スポーツ施設利用者数（年間） 

 

 
2,009,928人 

 

 
2,327,850人 

 

 
2,336,450人 

 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 市民の誰もがそれぞれの体力や年齢、目的、身体状況に応じたスポーツ活動を推進します。また、指導者
の育成や効率的なスポーツ施設の運営、管理などによってスポーツ・レクリエーションを楽しむ環境を充
実します。 

 湘南ベルマーレなどのトップスポーツと交流する事業の開催など、市民が生涯にわたってスポーツ・レク
リエーションを親しめる環境を充実します。 

 スポーツ活動の場の安全確保のため、計画的に施設の維持保全を進めます。 
 スポーツを「する」「観る」「支える」といった様々な形でスポーツに参加できる環境を充実します。 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 青少年指導員活動事業 担当課 青少年課 

事業概要 

青少年健全育成を地域ぐるみで推進するため、地域の人材を青少年指導員に委嘱し、地域行事へ

の協力や青少年への指導等を推進するとともに、研修会等を実施することにより指導員活動を支

援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 4,279千円 4,279千円 4,279千円 

事業内容 研修会等の実施 

 

事業名 ジュニア・リーダー育成事業 担当課 青少年課 

事業概要 

リーダーとしての知識や技術を習得するため､講習会を開催します。また､ジュニア・リーダーズ・

クラブ入会者には､地域行事への参加機会を提供し､リーダーとしての資質向上を図ります。観光

振興のため、市民参加による七夕飾りの充実等により、七夕まつりを開催します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 694千円 694千円 694千円 

事業内容 講習会等の開催 

 

事業名 青少年健全育成催事事業 担当課 青少年課 

事業概要 
青少年が健やかに成長していくため、保護者や地域の大人、あるいは青少年同士が交流を深める

とともに、青少年の日頃の活動に対する発表の機会や活躍の場となる各種イベントを実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 5,599千円 5,599千円 5,599千円 

事業内容 各種イベントの実施 

 

 

 

 

 

関係部：健康・こども部 

  

 
青少年指導員の地域活動率 

 

81％ 
 

 

83％ 
 

 

84％ 
 

 
愛護指導件数（年間） 

 

 

2,340件 
 

 

2,140件 
 

 

1,980件 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 地域の活動に積極的に参加できる青少年リーダーを育成するとともに、青少年の豊かな体験を育み、主体
的な活動を促す事業を展開します。 

 青少年の健全育成を地域ぐるみで進めるための活動を支援します。 
 青少年の非行化防止のための活動を充実します。また、複雑化する相談に応じるため、相談しやすい環境
を整えるとともに、相談業務の質的向上に取り組みます。 
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事業名 青少年指導・相談事業 担当課 青少年課 

事業概要 

青少年の悩みを早期に解消するため、青少年相談員による相談活動を行います。また、青少年の

非行の未然防止と早期発見、早期指導のため、青少年補導員などによる愛護指導を行うとともに、

更生保護を担う保護司などの活動を支援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 20,264千円 20,264千円 20,264千円 

事業内容 
市民提案型協働事業の実施、相

談業務・愛護指導の実施等 

相談業務や愛護指導の実施、更生保護活動への支援や相談員の

研修等 

 

事業名 青少年国際交流事業 担当課 青少年課 

事業概要 
青少年育成及び青少年活動の促進のため、姉妹都市ローレンス市との青少年交流の機会を提供し、

両市における相互理解と国際親善を推進します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 5,876千円 5,876千円 5,876千円 

事業内容 相互交流の実施 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 国際交流活動推進事業 担当課 文化・交流課 

事業概要 自国の文化を高めるため、異文化を理解するとともに、市民主体の様々な交流事業を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 2,810千円 702千円 702千円 

事業内容 各種交流会の開催やホームステイの実施等、ＰＲ活動の強化 

 

事業名 外国籍市民交流推進事業 担当課 文化・交流課 

事業概要 
異文化への理解を深めるため、国際交流イベントをはじめ、語学教室や国際理解講座等を開催し

ます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 648千円 648千円 648千円 

事業内容 多文化共生社会を目指した国際交流イベント・講座・教室等の開催 

 

事業名 友好都市交流推進事業 担当課 文化・交流課 

事業概要 文化やスポーツ､産業を発展させるため､友好都市等と幅広い交流を行います｡ 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,696千円 2,006千円 2,006千円 

事業内容 
市民ツアー、野外体験、観光物

産展等の開催 

市民ツアー、高山市３５周年記

念事業、観光物産展等の開催 

市民ツアー、伊豆市５周年記念

事業、観光物産展等の開催 

 

 

 

 

関係部：企画政策部、市民部 

  

 
友好都市物産展来場者数（年間） 

 

 

19,123人 
 

 

19,500人 
 

 

20,000人 
 

 
国際交流事業参加者数（年間） 

 

 

4,732人 
 

 

5,000人 
 

 

5,500人 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 友好都市を中心とした都市間交流を深めるため、市民が参加しやすく、魅力のある交流事業や友好都市の
認知度を上げるための物産展等を展開します。 

 ローレンス市との交流を中心に、市民主体の国際交流事業を推進します。 
 市民と外国籍市民との交流事業の実施や日本語教室などの支援を行い、多文化共生社会への実現に向けた
取組を進めます。 

 学術・文化・スポーツを始めとした多様な分野において、企業や大学による地域活動への参加などを展開
し、市民との交流を進めます。 

 
市民・大学交流委員会主催の事業数（年間） 

 

14事業 
 

 

16事業 
 

 

18事業 
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事業名 多文化共生推進事業 担当課 文化・交流課 

事業概要 

日本語を母語としない外国籍市民等が、生活する中で通訳・翻訳を必要とする場合に、通訳・翻

訳ボランティア等を紹介します。また、日頃から外国籍市民、市民、行政との連携を図るため、

研修会等を開催します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,271千円 1,271千円 1,271千円 

事業内容 通訳・翻訳ボランティア等の育成・派遣、研修会の開催等 

 

事業名 市民・企業・大学等交流事業 担当課 企画政策課 

事業概要 
市民､企業､大学等の交流を促進するため､文化･生涯学習､スポーツ､福祉､環境､観光等の各分野に

おける交流事業の充実を図ります｡ 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,567千円 1,567千円 1,567千円 

事業内容 市民・大学交流委員会による交流事業等 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 平和意識普及・啓発事業 担当課 行政総務課 

事業概要 
恒久平和を実現するため、核兵器廃絶平和都市宣言の理念に基づき、平和の尊さ、大切さを訴え

る平和意識普及・啓発事業を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 2,003千円 2,003千円 2,003千円 

事業内容 市民平和の夕べ、市民広島派遣、市民キャンペーンの開催等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係部：総務部 

  

 
平和事業への参加者数（年間） 

 

 

3,487人 
 

 

4,000人 
 

 

4,000人 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 核兵器廃絶平和都市宣言の理念に基づき、平和を願う心が市民一人一人に根付いていくように、また次代
の子どもたちにつないでいけるように、継続的に平和の尊さや大切さを伝えるなど、平和意識の普及・啓

発を行います。 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 男女共同参画推進事業 担当課 人権・男女共同参画課 

事業概要 男女が共に参画できる社会づくりのため、男女共同参画プランに基づき各種事業を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 2,650千円 926千円 926千円 

事業内容 
各種講座の開催、情報誌発行、

男女共同参画プラン改定等 
改定男女共同参画プランに基づく事業の実施 

 

事業名 女性に対する人権尊重事業 担当課 人権・男女共同参画課 

事業概要 女性の不安や悩みを解決に導くため、相談窓口を開設します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 7,641千円 7,641千円 7,641千円 

事業内容 相談窓口の開設、法律相談会の開催 

 

事業名 人権意識普及・啓発事業 担当課 人権・男女共同参画課 

事業概要 
市民みんなが人権を尊重し合い、心がかよう明るい社会づくりを進めるため、あらゆる機会を通

じて人権に対する意識啓発をします。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,706千円 1,706千円 1,706千円 

事業内容 キャンペーンの開催、リーフレットの配布等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係部：市民部 

  

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 日常生活において人権尊重の意識が定着し、人権について正しい理解が進むように、様々な機会を活用し、
効果的な意識啓発を進めます。 

 女性からの不安や悩みなどを解決へと導くため、関係機関との連携を深め、相談体制のさらなる充実を図
ります。 

 男女それぞれが自らの意思によって、あらゆる分野の活動に参画でき、性別にとらわれず個性と能力を十
分に発揮できる社会を実現するための環境づくりを進めます。 

 
市審議会等における女性委員割合 

 

 

26.0％ 
 

 

33.0％ 
 

 

40.0％ 
 

 
人権事業への参加者数（年間） 

 

 

123人 
 

 

300人 
 

 

500人 
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分野別施策２ 
安心して暮らせる支え合いのまちづくり 

基本施策 
 
２－① 子育て支援を充実する 

 ２－② 健康づくりを推進する 

 ２－③ 地域福祉を充実する 

 ２－④ 高齢者福祉を推進する 

 ２－⑤ 障がい者福祉を推進する 

 ２－⑥ コミュニティ活動を促進する 

 ２－⑦ 防災対策を強化する 

 ２－⑧ 災害に強いまちづくりを推進する 

 ２－⑨ 日常生活の安心・安全を高める 

 ２—⑩ 消防・救急体制を強化する 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 民間保育所施設整備支援事業 担当課 保育課 

事業概要 保育環境の向上のため、民間保育所の小規模修繕等にかかる経費の一部を助成します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 2,500千円 4,900千円 4,900千円 

事業内容 修繕：5園 修繕：7園 修繕：7園 

 

事業名 特別保育拡充事業 担当課 保育課 

事業概要 多様な保育ニーズに応えるため、一時預かり、延長保育、病後児保育等を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 135,512千円 135,512千円 135,512千円 

事業内容 特別保育の実施、病後児保育の実施 

 

事業名 地域子育て支援推進事業 担当課 保育課 

事業概要 
地域の子育て家庭に対する育児支援を行うため、子育て支援センター事業やつどいの広場事業を

推進します。また、地域で行う子育て支援活動等に保育士等を派遣します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 41,111千円 41,111千円 41,111千円 

事業内容 支援の充実 

 

 

 

 待機児童の解消のため、認定こども園の整備を進めるとともに、民間保育所や放課後児童クラブの保育環
境の改善を推進します。 

 「放課後子ども総合プラン」の趣旨にのっとり、子どもたちが放課後等を安心・安全に過ごし、様々な体
験や活動を行うことができる取組を推進します。 

 子どもの安定した情緒や豊かな人間性を育むためにも、乳幼児期の「愛着形成」が重要であることから、
家庭や地域で愛情を持って子育てが行える環境づくりを推進します。 

 市、学校、児童相談所などの関係機関が連携し、支援の切れ目がなく、きめ細やかな対応ができる体制づ
くりを推進します。 

 特別保育の実施や小児医療費助成の対象を拡大することにより、子育てに係る経済的負担の軽減を図り、
安心して子育てができる環境づくりを進めます。 

関係部：健康・こども部、学校教育部、社会教育部 

 
保育園の待機児童数 

 

 

0人 
 

 

0人 
 

 

0人 
 

 
放課後児童クラブの待機児童数 

 

 

2人 
 

 

0人 
 

 

0人 
 

  

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 
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事業名 ファミリーサポート事業 担当課 保育課 

事業概要 
仕事と育児の両立等、子育てしやすい環境をつくるため、地域の人たちが助け合い、一時的・臨

時的な育児援助活動を行うファミリー・サポート・センターを運営します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 10,857千円 10,857千円 10,857千円 

事業内容 預かり、送迎、産後1か月以内の家事援助等の実施 

 

事業名 公立園幼保一元化推進事業 担当課 保育課 

事業概要 
モデル施設として港幼稚園と須賀保育園を統合して認定こども園化するとともに、公立幼稚園の

認定こども園化を推進します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 534,707千円 ― ― 

事業内容 
（仮称）港地区認定こども園の

建設工事及び一部供用開始 
― ― 

 

事業名 民間保育所助成事業 担当課 保育課 

事業概要 民間保育所、認定こども園及び私設保育施設に運営費等の一部を助成します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 344,657千円 344,657千円 344,657千円 

事業内容 民間保育所運営費等補助金、私設保育施設補助金 

 

事業名 小児医療費助成事業 担当課 こども家庭課 

事業概要 
通院・入院時の医療費を中学校卒業まで助成します。また､未就学児は所得制限なしで医療費を助

成します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 910,820千円 910,820千円 910,820千円 

事業内容 医療費助成の実施 

 

事業名 地域療育システム事業 担当課 こども家庭課 

事業概要 

障がいの早期発見・早期療育のため、専門職が心身の障がいや発達に課題がある子どもの相談・

生活助言等を行い、適切な支援につなげます。また、保育所・幼稚園等での受入を促進するため、

巡回による園支援を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 30,632千円 30,632千円 30,632千円 

事業内容 こども発達支援室での相談、機能訓練等及び保育所等への巡回訪問支援 

 

事業名 放課後児童健全育成事業 担当課 青少年課 

事業概要 

柔軟で効率的な事業展開を図るため、事業運営を放課後児童クラブへ委託するとともに、安心・

安全な保育環境実現のため、民間借家の放課後児童クラブを小学校余裕教室等の公共施設への移

設を進めます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 293,459千円 293,459千円 293,459千円 

事業内容 児童クラブへの運営委託、施設整備等の実施 

 

 

 



56 
 

事業名 母子保健事業 担当課 健康課 

事業概要 
妊娠・出産に対する不安解消のため、健診等による母子に優しい環境づくりや産後における｢こん

にちは赤ちゃん訪問｣事業等、安心して生み、ゆとりをもって健やかに育てられるよう支援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 199,603千円 199,603千円 199,603千円 

事業内容 健康診査事業、健康教育・相談事業等の実施 

 

事業名 ブックスタート事業 担当課 中央図書館 

事業概要 
地域のすべての赤ちゃんと保護者に、「赤ちゃんと絵本を楽しむ時間の大切さ」を伝えながら、絵

本を直接手渡します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 2,388千円 2,388千円 2,388千円 

事業内容 ブックスタートの開催、赤ちゃん文庫の充実 

 

事業名 吉沢地区地域交流・子育て支援拠点づくり推進事業 担当課 
中央公民館、保育課、教育

総務課 

事業概要 

耐震改修や老朽化対策が必要な吉沢公民館、土屋幼稚園、吉沢保育園について、市民の安全確保

や子育て支援の強化のため、地区公民館、認定こども園機能等を併せもつ複合施設の整備を進め

ます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 0千円 10,000千円 10,000千円 

事業内容 建設準備 基本・実施設計 実施設計等 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 健康増進事業 担当課 健康課 

事業概要 
生活習慣病の予防のため、知識の普及・啓発を目的とした健康教室を開催します。また、病気の

早期発見とその原因となる生活習慣の改善のため、各種健(検)診を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 250,228千円 250,228千円 250,228千円 

事業内容 健康教育、各種がん検診、各種健康診査事業等の実施 

 

事業名 特定健診・特定保健指導事業 担当課 保険年金課、健康課 

事業概要 
糖尿病等の生活習慣病の有病者・予備群を減少させるため、被保険者に対して、内臓脂肪症候群

に着目した健診・保健指導や健康的な生活習慣を促すための取組を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 226,104千円 226,104千円 226,104千円 

事業内容 内臓脂肪症候群に着目した健診・保健指導の実施 

 

事業名 食に関する指導事業 担当課 学校給食課 

事業概要 
正しい食事のあり方や望ましい食生活を身につけるため、給食時間や総合学習等の時間を利用し

て食に関する指導を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 0千円 0千円 0千円 

事業内容 食に関する指導の実施 

 

 

関係部：健康・こども部、学校教育部、市民病院 

  

 
がん検診の受診率 

 

14.3％ 
 

 

16.5％ 

 

 

18.0％ 

 
 
特定健康診査（こくほの健診）の受診率 

 

31.7％ 
 

 

39.0％ 
 

 

42.0％ 
 

 生活習慣病の発症予防、重症化予防の重要性を周知するとともに、各種健診や特に働き盛り世代の特
定健康診査・特定保健指導の利用を促進し、病気の早期発見や生活習慣の改善を行うきっかけづくり

を推進します。 

 健康に関する講座の開催や正しい健康意識に関する情報の発信により、市民の健康に対する意識啓発
を推進します。 

 地域の食文化や農業・漁業に触れながら、バランスの取れた食生活・食習慣を身につけるための教育
活動を推進します。 

 地域に根ざした良質な医療を提供するため、医療環境の整備を推進します。 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 
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事業名 学校給食地場産野菜等使用推進事業 担当課 学校給食課 

事業概要 
児童に安心・安全な給食を提供するため、地元農家が生産した新鮮な野菜、平塚漁港で水揚げさ

れた魚や水産加工品等地場産品の使用を推進します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 0千円 0千円 0千円 

事業内容 地場産品の使用推進 

 

事業名 高度医療器械等整備事業 担当課 病院総務課 

事業概要 医療水準を確保し、良質な医療を提供するため、高度医療器械等の整備を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 793,380千円 150,000千円 150,000千円 

事業内容 高度医療器械等の更新・導入 

 

事業名 災害時医療提供推進事業 担当課 病院総務課 

事業概要 
災害時に医療拠点病院としての機能を発揮するため、地域住民も参加する実践的な災害対応訓練

等を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 400千円 400千円 400千円 

事業内容 地域住民も参加する訓練の実施 

 

事業名 市民病院整備事業 担当課 改築推進室 

事業概要 利用者に対して安全な医療サービスを提供するため、市民病院の改築を推進します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,397,220千円 874,600千円 50,000千円 

事業内容 北棟改修 南棟等既存棟解体、外構整備等 外構整備 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 地域福祉推進事業 担当課 福祉総務課 

事業概要 

住民相互の支え合い、ふれあい交流活動の活性化を図るため、地域、社会福祉協議会及び行政の

協働により、町内福祉村事業の活動拠点や活動の仕組みづくりを進めます。また、地域福祉の意

識啓発を図ります。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 2,809千円 2,909千円 3,009千円 

事業内容 

新設１、設置数１７、コーディ

ネーターの配置、地域福祉情報

の発信等 

新設１、設置数１８、コーディ

ネーターの配置、地域福祉情報

の発信等 

新設１、設置数１９、コーディ

ネーターの配置、地域福祉情報

の発信等 

 

事業名 こころと命のサポート事業 担当課 福祉総務課 

事業概要 
市民への積極的な啓発をはじめ、人材育成や関係機関との連携強化等自殺に関する総合的対策を

実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,067千円 1,067千円 1,067千円 

事業内容 「こころの体温計」サービス提供、ゲートキーパー養成、研修会等実施 

 

 

 

 

 

 

 

関係部：福祉部 

  

 
町内福祉村ボランティア登録者数 

 

1,563人 
 

 

2,100人 
 

 

2,500人 
 

 
成年後見制度出張講座等参加者数（累計） 

 

270人 
 

 

2,270人 
 

 

3,870人 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 市民の力、（地区）社会福祉協議会などの福祉活動団体の力、市の取組を束ね、地域における支え合いを重
視したまちづくりを推進します。 

 成年後見制度の利用支援や虐待の防止、差別の解消などを通じ、高齢者や障がい者の権利擁護を推進しま
す。 

 関係機関との連携を強化するとともに、悩みや困りごとを抱えている人に気づき、声をかけ、話を聴き、
適切な支援へつなぐ「ゲートキーパー」の養成などを推進します。 

 関係機関が連携し、生活保護世帯や生活困窮世帯の就労や社会参加のための支援などを行うことにより、
当該世帯の経済的自立のみならず、日常生活における自立や社会生活における自立を促進します。 

 
ゲートキーパー養成者数（累計） 

 

1,619人 
 

 

2,600人 
 

 

3,400人 
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事業名 成年後見制度推進事業 担当課 福祉総務課 

事業概要 

判断能力が低下している人やその親族に対し、成年後見制度の利用支援を行うとともに、市民後

見人の養成・活用、法人後見受任団体への支援や制度の普及啓発を行います。また、権利擁護推

進体制構築を目指します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 16,872千円 16,872千円 16,872千円 

事業内容 成年後見利用支援センター運営、市民後見人養成、センター運営協議会 

 

事業名 社会福祉協議会活動推進事業 担当課 福祉総務課 

事業概要 
平塚市社会福祉協議会が実施する地域福祉活動を支援します。また、要援護者慰問活動事業等を

委託します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 137,817千円 137,817千円 137,817千円 

事業内容 地域福祉活動への支援、要援護者慰問活動等 

 

事業名 生活困窮者自立支援事業 担当課 福祉総務課 

事業概要 
生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支援事業

の実施、住居確保給付金の支給その他包括的な支援を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 23,541千円 23,541千円 23,541千円 

事業内容 自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給 

 

事業名 生活保護者自立支援事業 担当課 生活福祉課 

事業概要 
就労支援員による相談の充実、ハローワークとの連携の強化等により、生活保護受給者の就労を

促進し、就労支援を拡充するとともに、学習支援に取り組み、自立を支援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 34,653千円 34,653千円 34,653千円 

事業内容 就労支援、学習支援等 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 介護老人福祉施設整備費等助成事業 担当課 高齢福祉課 

事業概要 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）を計画的に整備します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 105,170千円 193,830千円 0千円 

事業内容 介護老人福祉施設整備への支援 

 

事業名 介護予防・生活支援サービス事業 担当課 高齢福祉課 

事業概要 
高齢者の介護予防を促進するため、生活機能の維持・向上を目的とした各種事業に取り組みます。

また、全ての高齢者を対象とした既存の介護予防事業を、日常生活支援総合事業へ移行します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 268,346千円 269,920千円 271,494千円 

事業内容 日常生活支援総合事業（訪問型・通所型サービス等）の実施 

 

事業名 一般介護予防事業 担当課 高齢福祉課 

事業概要 高齢者が年齢や性別等に捉われず、誰でも参加できる健康増進を図るための事業を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 23,437千円 23,437千円 23,437千円 

事業内容 日常生活支援総合事業（健康チャレンジ等）の実施 

 

 

 

 

 

 

 

関係部：福祉部 

  

 
健康チャレンジリーダー養成者数（累計） 

 

― 
 

 

100人 
 

 

180人 
 

 
認知症サポーター養成者数（累計） 

 

 

10,252人 
 

 

13,800人 
 

 

16,600人 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 高齢者が住み慣れた地域で安心していきいきと暮らし続けることができるよう、地域包括ケアシステムの
構築に努め、在宅医療や介護保険サービスの充実を図るとともに、医療・介護の連携を推進します。 

 健康で生きがいに満ちた生活を楽しむことができるよう、高齢期になっても介護を必要とせずに元気でい
るための取組を一層促進します。 

 孤立防止や権利擁護のための施策を充実し、高齢者の命と権利が互いに守り守られる福祉のまちづくりを
推進します。 
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事業名 包括的支援事業 担当課 高齢福祉課 

事業概要 
地域包括支援センターにおいて、介護予防ケアマネジメント・総合相談･包括的継続的マネジメン

トの支援をします。また、認知症理解のための普及、啓発を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 331,540千円 331,540千円 331,540千円 

事業内容 地域包括支援センターの業務委託、認知症サポーター養成事業等 

 

事業名 老人クラブ支援事業 担当課 高齢福祉課 

事業概要 
｢生きがい教室｣などの委託事業や｢スポーツ大会｣などの事業を共催するとともに、奉仕活動等地

域で活躍する老人クラブを支援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 7,884千円 7,884千円 7,884千円 

事業内容 高齢者の生きがいと健康づくり推進事業など 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 障がい者就労促進事業 担当課 障がい福祉課 

事業概要 障がい者の就労や職場定着を支援するため、ひらつか就労援助センターに助成します｡ 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 9,162千円 9,162千円 9,162千円 

事業内容 ひらつか就労援助センター運営支援等 

 

事業名 就労移行・就労継続支援事業 担当課 障がい福祉課 

事業概要 
障がい者が地域でいきいきと働き、自立した生活を送れるようにするため、必要な指導・訓練を

行うとともに、就労の機会や生産活動の機会を提供します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 643,044千円 643,044千円 643,044千円 

事業内容 就労移行支援事業・就労継続支援事業の推進 

 

事業名 障がい者在宅福祉サービス事業 担当課 障がい福祉課 

事業概要 
在宅障がい（児）者の日常生活を支援するため、ホームヘルプ、短期入所等の介護給付費等の支

給や障がい特性に応じた移動等の支援等を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 2,682,661千円 2,682,661千円 2,682,661千円 

事業内容 介護給付、訓練等給付、地域生活支援事業の推進 

 

事業名 障がい者ワークステーション事業 担当課 行政総務課 

事業概要 
「障がいのある人もない人も、ともにいきいきと生活するまちづくり」の実現のため、障がい者

の働く場を提供します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 8,869千円 8,869千円 11,733千円 

事業内容 
市役所内軽作業受託業務拡大

に向けた検討 

市役所内軽作業受託業務拡大、

体制強化に向けた検討 

市役所内軽作業受託業務拡大、

受託体制の強化 

関係部：総務部、福祉部 

  

 
在宅福祉サービス利用者数（年間） 

 

2,769人 
 

 

3,050人 
 

 

3,250人 
 

ひらつか就労援助センターの支援を受け

ながら就労している人数（年間） 

 

307人 
 

 

350人 
 

 

390人 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 安定した在宅サービスの提供や相談体制の充実により、障がい者が地域で生活するための支援を推進しま
す。 

 障がい者差別の解消に向けた相談対応体制を確立し、障がい者の社会参加や暮らしやすい生活環境づくり
を進めます。 

 実習機会の拡充や障がい者の就労を促進するための取組を推進します。 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 地域自治推進事業 担当課 協働推進課 

事業概要 
地域課題などを主体的に解決する取組を支援するとともに、コミュニティ活動に携わる人材の育

成やすそ野の拡大を進めます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,383千円 1,383千円 1,383千円 

事業内容 地域情報受発信の推進や地域課題への取組に対する支援及び地域人材の育成 

 

事業名 市民活動普及啓発事業 担当課 協働推進課 

事業概要 
市民活動の活性化に向け、市民活動センターを活動拠点とし、各種講座の開催や関連情報の収集・

発信を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 14,167千円 14,167千円 14,167千円 

事業内容 各種講座の開催や活動支援情報の提供等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係部：市民部 

  

 
自治会への加入世帯数 

 

 

80,077世帯 
 

 

80,400世帯 
 

 

80,800世帯 
 

ひらつか市民活動センター年間延べ利用

団体数 

 

 

6,899団体 
 

 

7,100団体 
 

 

7,400団体 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 市民一人一人が「自らの地域は自らつくる」という意識を持って、住みよいまちづくりを進めるための地
域課題などを主体的に解決する取組を支援します。 

 コミュニティ活動を担う自治会や市民活動団体など、団体の組織基盤の強化を図るための取組を行うとと
もに、コミュニティ活動に携わる人材の育成やすそ野の拡大を進めます。 

 コミュニティ活動の活性化による地域課題の円滑な解決に向け、自治会を中心とした地域の組織や市民活
動団体、事業者など様々な活動団体の交流や連携を促進します。 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 災害用備蓄拡充事業 担当課 災害対策課 

事業概要 災害時応急対策の充実のため、避難所等に資機材、食料、生活必需品等を備蓄します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 25,940千円 32,555千円 32,555千円 

事業内容 

避難所用投光機、プライベート

ルーム、食料、災害用トイレ等

の備蓄 

避難所用プライベートルーム、食料、災害用トイレ等の備蓄 

 

事業名 地震・津波防災対策事業 担当課 災害対策課 

事業概要 
地震や津波による被害を軽減するため、警戒避難体制の整備及び強化や、災害時における情報収

集や伝達体制の強化を図ります。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 19,802千円 16,846千円 10,067千円 

事業内容 

地域防災計画の改訂、津波ハザ

ードマップの作成、海抜表示板

の設置等 

防災ガイドブックの改訂、津波

避難計画策定の検討、海抜表示

板設置等 

津波避難計画の策定、海抜表示

板の設置等 

 

事業名 風水害対策事業 担当課 災害対策課 

事業概要 

風水害による被害を軽減するため､水防体制を整備し､防災気象情報システムによる気象情報等を

収集するとともに、市民に迅速に提供します。また、急傾斜地崩壊対策事業やハザードマップを

活用した避難対策等により土砂災害対策を推進します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 22,998千円 28,369千円 23,637千円 

事業内容 
国・県と連携した洪水対策の周知啓発、急傾斜地崩壊対策事業

の推進等 

洪水ハザードマップの作成検

討、急傾斜地崩壊対策事業の推

進等 

 

 

 

関係部：防災危機管理部 

  

地域や団体等が実施する防災訓練数（年

間） 

 

 

302回 
 

 

332回 
 

 

356回 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 災害ハザードマップなどの活用による防災訓練の充実や、地域や事業所、関係機関との連携により自然災
害に対する防災・減災の取組を充実します。 

 自主防災組織や関係機関と連携した実践的な防災訓練の強化・充実を推進し、自主防災組織への防災訓練
や防災資機材の整備を支援します。 

 長期保存食や避難所用の照明器具などの他、女性の視点や、子ども、高齢者等に配慮した生活必需品など
の備蓄を拡充します。 

ほっとメールひらつか（地震風水害情報）

の登録者数 

 

 

8,377人 
 

 

9,000人 
 

 

9,500人 
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事業名 防災訓練強化事業 担当課 災害対策課 

事業概要 
防災力の向上のため、自主防災組織や防災関係機関等が、災害時に迅速かつ的確な防災活動を行

うことができるよう、実践的な各種防災訓練を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 956千円 1,050千円 956千円 

事業内容 
自主防災組織訓練、総合防災訓

練、津波避難訓練等 

自主防災組織訓練、総合防災訓

練、ハザードマップによる津波

訓練等 

自主防災組織訓練、総合防災訓

練、津波避難訓練等 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 橋りょう震災対策事業 担当課 道路整備課 

事業概要 地震による落橋を防止するため、落橋防止対策工事を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 165,500千円 165,000千円 165,000千円 

事業内容 耐震補強工事等 

 

事業名 公共下水道管路地震対策事業 担当課 下水道整備課 

事業概要 
災害時における下水道機能を維持するため、緊急輸送路に指定されている国道１号や国道 129号

の管路やマンホールの耐震化を進めます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 99,500千円 110,000千円 110,000千円 

事業内容 管渠の耐震化工事 

 

事業名 公共下水道整備事業 担当課 下水道整備課 

事業概要 
浸水被害の軽減を図るため、総合浸水対策基本計画に基づく総合的な浸水対策を行います。また、

河川の水質保全や公衆衛生の向上のため、公共下水道を整備します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,100,974千円 1,015,000千円 648,000千円 

事業内容 管渠の築造工事 

 

 

 

関係部：まちづくり政策部、土木部 

  

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 重大な被害を及ぼす自然災害への対応として、橋りょうや公共下水道などのインフラ施設の耐震化を推進
するとともに、建物の耐震化に関する普及啓発を進めます。 

 過去の浸水被害や内水ハザードマップで浸水が予測される区域などにおいて、自助・公助を効果的に組み
合わせた総合的な浸水対策を進めます。 

国道に埋設されている公共下水道施設の

耐震化進捗率 

 

 

13％ 
 

 

29％ 
 

 

59％ 
 

緊急輸送路等にかかる橋りょうの耐震化

進捗率 

 

 

50％ 
 

 

70％ 
 

 

93％ 
 

 
土のうステーションの設置数 

 

 

9箇所 
 

 

12箇所 
 

 

15箇所 
 

建物の耐震化に関する補助制度周知数（年

間） 

 

 

8回 
 

 

15回 
 

 

20回 
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事業名 建物の耐震性向上促進事業 担当課 建築指導課 

事業概要 
建築物の耐震性向上のため、必要な指導や助言を行うとともに、居住用建築物の耐震診断費及び

改修工事費の一部を助成します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 19,113千円 19,113千円 19,113千円 

事業内容 建築物の耐震診断費、改修工事費の一部助成 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 防犯対策推進事業 担当課 危機管理課 

事業概要 

防犯意識を高揚し、犯罪が起きにくいまちにするため、関係団体とともに防犯キャンペーンなど

の地域安全運動を展開します。また、地域の見守りの目を増やす取組を通じて、防犯力の向上を

図ります。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,888千円 1,888千円 1,888千円 

事業内容 防犯キャンペーン、地域見守り花植え活動、防犯教室等の実施 

 

事業名 防犯設備整備事業 担当課 危機管理課 

事業概要 
防犯街路灯や防犯カメラの設置・維持管理を行うとともに、防犯街路灯については、長寿命で明

るさが常に安定しているＬＥＤ灯の導入を進めます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 77,386千円 65,000千円 66,000千円 

事業内容 

防犯街路灯の設置と管理・ＬＥ

Ｄ化、防犯カメラ設置の方向性

の研究 

防犯街路灯の設置と管理、防犯

カメラ設置基準と設置計画の

検討 

防犯街路灯の設置と管理、防犯

カメラの設置 

 

事業名 交通安全啓発推進事業 担当課 交通政策課 

事業概要 
交通安全を推進するため、各季の交通安全運動やキャンペーン等を行います。また、幼児から高

齢者まで幅広い年齢層を対象に交通安全教室を開催します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 9,093千円 9,093千円 9,093千円 

事業内容 交通安全教室、高齢者家庭訪問事業、各種キャンペーンの開催 

 

関係部：防災危機管理部、市民部、まちづくり政策部 

  

 
窃盗犯の発生件数（年間） 

 

 

981件 
 

 

880件 
 

 

780件 
 

 
交通事故発生件数（年間） 

 

 

1,265件 
 

 

970件 
 

 

790件 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 窃盗犯の抑止を重点に、地域が取り組む防犯活動の充実を図るとともに、防犯設備の設置を進めることで、
犯罪が起きにくい地域づくりを進めます。 

 関係機関と連携して交通安全運動などを展開し、高齢者をはじめとした幅広い年齢層の交通事故防止に取
り組みます。 

 消費者被害を未然防止するよう、社会情勢に対応した情報提供等を行うとともに、消費者への啓発活動の
推進や消費者意識の向上を図ります。 

消費生活相談において消費者自らが相手

方と交渉できるよう助言した件数の割合 

 

 

75％ 
 

 

82％ 
 

 

85％ 
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事業名 安全で豊かな消費生活推進事業 担当課 市民情報・相談課 

事業概要 
消費者被害の未然防止のため、消費生活に関する情報提供や出前講座、教室等を開催するととも

に、消費者トラブルの救済に向けた消費生活相談を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 18,102千円 18,102千円 18,102千円 

事業内容 相談窓口開設、出前講座・教室等の開催等 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 消防署出張所等整備事業 担当課 消防総務課 

事業概要 消防活動拠点の充実のため、老朽化の著しい消防署出張所等を整備します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 290,520千円 ― ― 

事業内容 建設：神田 ― ― 

 

事業名 住宅密集地等消火体制強化事業 担当課 消防救急課 

事業概要 
道路狭あい地区や住宅密集地等において、市民による初期消火体制を強化するため、市民が消火

栓を使用して消火活動ができるよう、消火用資機材及び収納箱を設置し、訓練等を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 614千円 614千円 614千円 

事業内容 収納箱等の設置及び訓練等の実施 

 

事業名 応急手当の普及・啓発事業 担当課 消防救急課 

事業概要 救急患者の救命率向上のため､応急手当講習会､普通救命講習会を実施します｡ 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,170千円 1,170千円 1,170千円 

事業内容 講習会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

関係部：消防本部 

  

 
住宅用火災警報器設置率 

 

 

83％ 
 

 

85％ 
 

 

87％ 
 

 
普通救命講習修了者数（累計） 

 

 

42,093人 
 

 

52,000人 
 

 

60,000人 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 災害時の拠点となる消防庁舎の補強や消防車・救急車を含めた資機材等の整備など、被害を最小限に抑え
る防災拠点の整備を進めます。 

 消防訓練や各種講習会を開催し、消防・救急に関する知識を広めることで、自主的な災害対応力の向上を
目指します。 

 大規模災害への備えとして、地域と連携した住宅密集地等の消火体制の強化や、火災予防の意識啓発を行
うなど、災害に強いまちづくりを推進します。 
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事業名 火災予防推進事業 担当課 予防課 

事業概要 

市民の防火意識を高め、火災を未然に防止するため、防火キャンペーン等を実施し、住宅用火災

警報器の設置促進のための広報活動を実施します。また、少年消防クラブの活動を充実し、少年・

少女の防火意識の向上を図ります。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 82千円 82千円 82千円 

事業内容 イベント実施、パンフレット配布、警報器設置促進、クラブ活動の充実 
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分野別施策３ 
自然と人が共生するまちづくり 

基本施策 
 

３－① 環境にやさしいまちづくりを推進する 

 ３－② 自然環境の保全を推進する 

 ３－③ 循環型社会の形成を推進する 

 ３－④ 快適な生活環境の形成を推進する 

 ３－⑤ 花とみどりにあふれるまちづくりを推進する 

 ３－⑥ 交通の利便性を高める 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 環境監視指導事業 担当課 環境保全課 

事業概要 
公害を未然に防止するため、環境法令等に基づき、事業所の指導を行います。また、大気、水質

などの監視測定を行い、環境情報の公表を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 61,684千円 61,684千円 61,684千円 

事業内容 環境監視調査及び事業所指導 

 

事業名 地球温暖化対策推進事業 担当課 環境政策課 

事業概要 
地球温暖化対策を推進するため、地球温暖化防止に向けた周知を図るとともに市民行動を促進し

ます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 971千円 971千円 971千円 

事業内容 地球温暖化対策普及啓発事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市民や事業者が地球温暖化に対する知識や理解を深め、適切な対策や行動をしていけるよう、学習機会や
情報の提供等により、暮らしや事業活動における二酸化炭素排出量の少ないエネルギー利用等の取組を促
進します。 

 環境測定や環境情報の発信、事業者への指導などにより、市民や事業者の環境保全に対する意識向上を図
ります。 

関係部：環境部 

 
二酸化炭素総排出量（年間） 

 

 
1,853千t-CO₂ 

 
1,603千 t-CO₂ 

 
1,402千 t-CO₂ 

 
 
大気汚染に係る環境基準達成率 

 

 

76％ 

 

 

80％ 
 

 

81％ 

 

  

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 里山保全推進事業 担当課 環境政策課 

事業概要 
自然環境評価結果に基づき､西部丘陵地域の自然を保全するため､市民や市内の大学との協働によ

る里山の手入れや里山モデル地区での活動等を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 916千円 916千円 916千円 

事業内容 協議会の開催及び里山保全活動の実施 

 

事業名 環境活動促進事業 担当課 環境政策課 

事業概要 
環境の保全や創造に向けて、環境に関する市民意識の向上や活動の活性化を図るため、学校版Ｉ

ＳＯ「わかば環境ＩＳＯ」や環境教室等の事業を展開します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 284千円 284千円 284千円 

事業内容 環境教室や研修会等の開催 

 

事業名 西部丘陵地域資源まちづくり支援事業 担当課 まちづくり政策課 

事業概要 
西部丘陵地域の自然資源や地域資源を活かした方策について、地区まちづくり協議会や学術機関

などと連携して検討します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 60千円 60千円 60千円 

事業内容 自然資源や地域資源を活かした方策の検討、専門家の派遣 

 

 

 

 

 

 

 

関係部：環境部、まちづくり政策部 

  

 
里山保全活動への参加者数（年間） 

 

388人 
 

 

400人 

 

 

450人 

 
 
環境学習への参加者数（年間） 

 

1,020人 
 

 

1,100人 
 

 

1,200人 
 

 市民等との協働による里山体験事業などを行い、身近な自然環境との触れ合いや体験等を通じて、市
民の環境に対する意識の向上を図ります。 

 市民の環境に関する知識の習得や活動を支援し、市民が主体となった環境保全活動を高めます。 
 地域住民や学術機関などとの連携を深めながら、自然資源や地域資源を活かした交流やレクリエーシ
ョンの場づくりを推進します。 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 余熱利用施設整備事業 担当課 環境施設課 

事業概要 環境事業センターの円滑な運用を図るため、余熱利用施設の整備を進めます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,009,500千円 ― ― 

事業内容 余熱利用施設建設 ― ― 

 

事業名 ごみの減量化・資源化促進事業 担当課 循環型社会推進課 

事業概要 市民や事業者から排出されるごみの減量化及び資源化を図るため、啓発活動や助成を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 2,850千円 2,850千円 2,850千円 

事業内容 キャンペーンや講座の開催、啓発紙の発行等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係部：環境部 

  

 
１人１日当たりのごみ排出量（年間） 

 

898ｇ 
 

 

894ｇ 
 

 

890ｇ 
 

 
ごみの資源化率 

 

25.0％ 
 

 

26.5％ 
 

 

26.6％ 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 ごみに関する情報提供や普及啓発、環境教育等を行うことにより、市民の自主的な取組を促進し、ごみの
排出抑制、減量化及び資源化を推進します。 

 排出事業者や一般廃棄物収集運搬許可業者には、適正排出の徹底や各種リサイクル法の遵守等について普
及啓発を行っていくほか、多量排出事業者には、減量化等計画書の提出や現地確認の実施などを通じて事
業系一般廃棄物の排出抑制、減量化及び資源化を促進します。 

 環境事業センターのごみ焼却に伴い発生する熱エネルギーを活用した余熱利用施設の整備を進めます。 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 橋りょう長寿命化修繕事業 担当課 道路整備課 

事業概要 
橋りょう長寿命化を図るため、橋りょう長寿命化修繕計画に基づく橋りょうの点検・補修設計・

修繕を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 126,414千円 126,414千円 126,414千円 

事業内容 点検及び補修工事等 

 

事業名 公共下水道管路長寿命化対策事業 担当課 下水道整備課 

事業概要 
事故の未然防止やライフサイクルコストを最小化するため、合流区域の管路やマンホールの長寿

命化を進めます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 241,500千円 464,000千円 444,000千円 

事業内容 管渠の長寿命化工事 

 

事業名 公共下水道ポンプ場耐震長寿命化対策事業 担当課 下水道整備課 

事業概要 
安定した下水道ポンプ場の運用を図るため、機械・電気設備の長寿命化及び施設の耐震化を実施

します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 40,000千円 137,000千円 224,000千円 

事業内容 耐震診断、実施設計委託 耐震・長寿命化対策工事 

関係部：環境部、まちづくり政策部、土木部 

  

 
橋りょう長寿命化の実施率 

 

4％ 
 

 

53％ 
 

 

83％ 
 

公共下水道（合流区域）長寿命化の整備進

捗率 

 

 
4％ 

 

 
37％ 

 

 
53％ 

 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 高齢者や障がい者の自立した日常生活をサポートするバリアフリー化を進めるとともに、誰もが歩いて暮
らせる安全で快適な生活環境の形成を進め、生活利便性の向上を図ります。 

 地域の特性や景観を活かしながら、秩序とゆとりのある建築・開発の誘導及び空家対策、更には自主的な
美化活動の支援など、まちの魅力を向上させ、良好な街並みの形成を進めます。 

 道路や公共下水道などのインフラ施設の整備を引き続き進めるとともに、併せて計画的な施設の機能維持
を進めます。 

 自転車が安全、快適に走行できる環境づくりと利用形態のニーズを把握したうえでの駐輪対策を進めます。 

 
自転車関連事故の発生件数（年間） 

 

381件 
 

 

260件 
 

 

190件 
 

 
駅周辺の放置自転車台数 

 

 
296台 

 

 
180台 

 

 
90台 

 



78 
 

 

事業名 自転車通行帯整備事業 担当課 道路整備課、交通政策課 

事業概要 
自転車の安全で快適な走行環境を向上させるため、平塚駅を中心とした幹線的な自転車ネットワ

ーク（日常の自転車ネットワーク）を整備します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 45,000千円 55,000千円 55,000千円 

事業内容 自転車通行帯の整備 

 

事業名 バリアフリー促進事業 担当課 交通政策課 

事業概要 

誰もが移動の安全と快適性を享受し、ユニバーサルデザインの施設を利用でき、みんなで支えあ

う社会を形成するために、バリアフリー基本構想に基づき整備を行う各事業者と共にバリアフリ

ーの推進を図ります。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 0千円 0千円 0千円 

事業内容 推進協議会の開催 
推進協議会の開催、事業計画の

見直し 
推進協議会の開催 

 

事業名 放置自転車等対策事業 担当課 交通政策課 

事業概要 
自転車等の放置防止のため、放置自転車等クリーンキャンペーン等の啓発活動と放置自転車等に

対する指導や撤去を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 43,023千円 43,023千円 43,023千円 

事業内容 放置自転車等の指導・撤去、キャンペーンの実施 

 

事業名 ノンステップバス推進事業 担当課 交通政策課 

事業概要 
バスを利用した移動の利便性や安全性の向上を図るため、ノンステップバスを導入する際、国と

市で補助し、市内を運行するバス車両のバリアフリー化を推進します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 16,800千円 16,800千円 16,800千円 

事業内容 ノンステップバス導入の支援 

 

事業名 景観形成推進事業 担当課 まちづくり政策課 

事業概要 

地域資源を活用し、公共空間の質の向上やまちの魅力を高める景観形成を誘導するため、建築物

や工作物等に対する指導や助言を行うとともに、市民と協働で違反屋外広告物の除去活動等を行

います。また、平塚駅周辺に公共サインを整備します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 15,877千円 280千円 280千円 

事業内容 

事業者への指導・助言、違反屋

外広告物除去、駅周辺公共サイ

ン整備等 

事業者への指導・助言、違反屋外広告物除去等 

 

事業名 環境美化支援事業 担当課 循環型社会推進課 

事業概要 
市民の美化意識の高揚と美化運動を推進するため、地区美化推進委員会や美化推進モデル地区の

活動を支援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,337千円 1,337千円 1,337千円 

事業内容 美化活動への支援 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 花とみどりのまちづくり推進事業 担当課 みどり公園・水辺課 

事業概要 
緑化意識の高揚と緑化推進のため、公民館等の公共施設へ草花を配布します。また、駅周辺では、

植栽管理等市民の自主的な緑化活動を支援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 4,058千円 4,058千円 4,058千円 

事業内容 草花の配布、公共空地へのプランター設置 

 

事業名 公園整備事業 担当課 みどり公園・水辺課 

事業概要 

市民が潤いとやすらぎの場を享受し、歴史・文化・スポーツに触れ合う機会を増やすため、住区

基幹公園等の整備を進めます。また、施設の老朽化が進んでいる公園については、再整備を行い

ます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,000千円 27,500千円 219,500千円 

事業内容 街区公園等再整備 街区公園等再整備、湘南海岸公園再整備 

 

事業名 馬入花畑整備事業 担当課 みどり公園・水辺課 

事業概要 
馬入の花畑「馬入・光と風の花づつみ」が愛され、魅力ある花畑とするため、市民との協働によ

る維持管理を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 11,708千円 11,708千円 11,708千円 

事業内容 各種イベントの実施 

 

 

 

関係部：都市整備部、土木部 

  

 
市民団体による公園管理の割合 

 

62.6％ 
 

 

63.0％ 
 

 

64.0％ 
 

 
バリアフリー化を図った公園数（累計） 

 

 

25箇所 
 

 

27箇所 
 

 

29箇所 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 市民の緑化意識の高揚のために、新規公園愛護会の結成の働きかけや、花苗などの配布による市民活動の
充実に向けた支援を行います。 

 多くの市民が快適で安心・安全に利用できる公園の環境づくりに向けて、計画的に公園の再整備を進めま
す。 

 県内でトップクラスの生産量を誇り、平塚市の特産品であるバラをはじめとした花のまちづくりを進めま
す。 

 
花の名所の箇所数 

 

 

11箇所 
 

 

12箇所 
 

 

13箇所 
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事業名 花とみどりの推進団体育成事業 担当課 みどり公園・水辺課 

事業概要 地域緑化の推進及び緑化意識高揚のため、モデル団体や公園愛護会を育成・支援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 6,166千円 6,166千円 6,166千円 

事業内容 交付金の支出や草花の提供 

 

事業名 花のふれあいスポット推進事業 担当課 道路管理課 

事業概要 
道路愛護意識の向上と潤いのある道路空間を形成するため、市民が道路残地等に植栽する草花を

提供します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 360千円 360千円 360千円 

事業内容 草花等の提供 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 バス利用促進事業 担当課 交通政策課 

事業概要 
路線バスの利用を促進するため、バス停での待合環境やサイクル＆バスライドの整備により、交

通結節点の強化を図ります。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 0千円 4,500千円 4,500千円 

事業内容 サイクル＆バスライド整備 バス停待合い環境整備、サイクル＆バスライド整備 

 

事業名 幹線道路整備事業 担当課 道路整備課 

事業概要 交通の円滑化と歩行者の安全確保のため、幹線道路の交差点改良や歩道等を整備します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 165,198千円 165,198千円 165,198千円 

事業内容 幹線道路の整備 

 

事業名 街路整備事業 担当課 道路整備課 

事業概要 住環境の向上と交通の円滑化のため、街路を整備します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 9,000千円 9,000千円 9,000千円 

事業内容 街路の整備 

 

 

 

 

 

 

 

関係部：まちづくり政策部、土木部 

  

 
路線バスの乗り継ぎ環境の整備進捗率 

 

 

41％ 
 

 

65％ 
 

 

88％ 
 

幹線道路のボトルネック交差点の改良進

捗率 

 

 

12％ 
 

 

40％ 
 

 

80％ 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 公共交通と自転車を中心とした人と環境にやさしいまちをめざし、各交通手段の利用圏域に応じた交通体
系の構築を進めます。 

 路線バスの待合い環境や走行環境の整備などによる公共交通の利用しやすい環境づくりを進めます。 
 東西方向の広域的な幹線道路による放射方向の交通の適切な誘導と市外とを結ぶ幹線道路などの整備を進
めます。 

 通勤通学などの平塚駅からの利用しやすさの向上をめざし、既設鉄道路線の乗り入れなどによる鉄道の輸
送力増強や利便性向上を促進します。 
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分野別施策４ 
活力とにぎわいのあるまちづくり 

基本施策 
 

４－① 産業の活性化を促進する 

 

４－③ 工業を振興する 

 ４－④ 農業・漁業を振興する 

 ４－⑤ 観光を振興する 

 ４－⑥ 雇用の確保と働きやすい環境づくりを促進する 

 ４－⑦ 新たな産業拠点の形成を推進する 

 

４－② 商業の活性化と中心市街地のにぎわいづくりを推進する 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 産業間連携促進事業 担当課 産業振興課 

事業概要 
産業界、関係機関等から構成する産業活性化会議により、本市の産業活性化に向けた環境整備を

促進します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 874千円 874千円 874千円 

事業内容 産業活性化会議の開催、提案された施策や事業の取組推進 

 

事業名 平塚産品普及促進事業 担当課 産業振興課  

事業概要 
メイドイン平塚を市内外に広く普及させるため、生産者と消費者とのふれあいの場の充実を図る

ほか、種々の媒体で平塚産品をＰＲすることにより、ブランド化を進めていきます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 713千円 1,033千円 1,423千円 

事業内容 
名産品など平塚産品の普及宣

伝 

名産品など平塚産品の普及宣

伝、新名産品の選定 

新名産品など平塚産品の普及

宣伝、普及宣伝用物品の購入等 

 

事業名 起業家支援事業 担当課 産業振興課 

事業概要 
次世代の産業の担い手となる起業家の育成及び新産業の創出を図るため､起業に関する情報の提

供､事業計画の作成支援・評価及び融資等の資金面支援を行います｡ 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 2,154千円 2,154千円 2,154千円 

事業内容 起業関連情報提供、事業計画作成支援・評価、起業資金の相談・融資等 

 

 

 事業者に対する金融支援や様々な課題解決に向けた総合的な支援体制づくりを進めることで、産業の活性
化に取り組みます。 

 創業へのきっかけづくりから創業後の経営指導までの一連の支援を、産業団体や金融機関等と連携して拡
充することで、創業しやすい環境づくりを進めます。 

 生産者と市民によるふれあいの場を充実させるとともに、市内外へのイベント参加によるＰＲ活動や常設
販売拠点の展開などを通じ、地場産品を市内外に広めていきます。 

関係部：産業振興部 

 
産業間連携による新事業支援件数（累計） 

 
4件 

 

 

29件 
 

 

49件 
 

総合計画策定時現状値 平成 31年度目標値 平成 35年度目標値 

 
創業者数（年間） 

 

9人 
 

 

20人 
 

 

22人 
 

名産品協議会が各種物産展等に出店した

日数（年間） 

 

36日 
 

 

38日 
 

 

40日 
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事業名 中小企業経営支援事業 担当課 産業振興課 

事業概要 
中小企業の経営の安定と振興を図るため、事業資金の融資のほか、窓口の開設や専門家派遣によ

る経営改善相談を行います。また、見本市等の出展や海外展開を支援し、販路拡大を促進します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,542,322千円 1,542,832千円 1,542,832千円 

事業内容 

販路開拓の支援や融資・利子補

給、経営相談の実施。総合窓口

の検討 

販路開拓の支援や融資・利子補給、経営相談の実施。総合窓口

の開設 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 商店街にぎわい創出事業 担当課 商業観光課 

事業概要 商店街の活性化を促進するため、商店街団体等が行う交流事業や販売促進活動事業を支援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 7,143千円 7,143千円 7,643千円 

事業内容 
商店街にぎわい創出事業、中心街活性化事業への補助、担い手

となる人材の発掘 

商店街にぎわい創出事業、中心

街活性化事業への補助、担い手

育成支援 

 

事業名 商店等魅力アップ推進事業 担当課 商業観光課 

事業概要 
商業者の経営強化のためのアドバイザー派遣等を実施します。また、個店の魅力づくりのための

活動を支援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,491千円 1,491千円 1,491千円 

事業内容 個店アドバイザー派遣、逸品づくり支援、匠の店認定、経営セミナー開催 

 

事業名 見附台周辺地区整備事業 担当課 都市整備課 

事業概要 
見附台周辺地区を多くの人が集まる複合交流拠点とするため、老朽化した公共施設等の再整備を

図ります。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 0千円 0千円 0千円 

事業内容 
機能や全体の配置計画につい

ての検討 
新基本計画策定の検討等 

 

 

 

 

 

関係部：産業振興部、都市整備部 

  

 
魅力化実施店舗数（累計） 

 

10店舗 
 

 
50店舗 

 

 

82店舗 
 

商店街団体等主催・共催のイベントの来場

者数（年間） 

 

115,400人 
 

 

116,000人 
 

 

116,300人 
 

 魅力ある商品づくりを支援するとともに、コミュニケーションや体験等を通じた買い物を楽しめる店
舗づくりを支援します。 

 商店街への人の流れをつくり、活性化を目指します。また、商店街団体が行う販売促進活動を支援し
ます。 

 土地の高度利用を促進し、居住及び店舗等の様々な都市機能の集積を図るとともに、公共用地の有効
活用に努め、中心市街地の活性化を促進します。 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 企業立地等促進事業 担当課 産業振興課 

事業概要 
工業の活性化のため、企業の立地に際して施設整備、環境設備、新規雇用に対する助成を行うと

ともに、中小企業の更なる活性化に向けて、機械装置の導入に対する助成を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 90,076千円 109,360千円 110,003千円 

事業内容 中小企業設備投資促進助成、施設整備助成、環境設備助成、雇用助成等 

 

事業名 テクノフェア推進事業 担当課 産業振興課 

事業概要 工業の活性化のため、企業等が製造した製品を展示し、ＰＲするとともに交流を推進します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 2,600千円 2,600千円 2,600千円 

事業内容 テクノフェアの開催 

 

事業名 産学公共同研究支援事業 担当課 産業振興課 

事業概要 
中小企業者等の経営の安定化を図るため、産学公の共同研究による新製品、技術開発等の事業化

を支援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,800千円 1,800千円 1,800千円 

事業内容 産学共同研究への助成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係部：産業振興部 

  

中小企業（製造業）の事業拡大に伴う設備

投資に対する助成件数（累計） 

 

6件 
 

 

16件 
 

 

24件 
 

工場の新規立地や増築に対する助成件数

（累計） 

 

10件 
 

 

31件 
 

 

43件 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 企業が継続的に事業を行えるよう、新たな技術・製品などの研究開発や企業間の交流などを通じた販路拡
大の機会を積極的に支援します。 

 良質な工業用地の保全に向けた取組を進めるとともに、企業の立地や事業拡大に伴う施設整備を支援しま
す。 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 農道・用排水路整備事業 担当課 農水産課 

事業概要 
農業生産性の向上のため、農道を整備します｡また、農業用水の確保を図るため、用排水路を整備

します｡ 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 74,400千円 74,400千円 74,400千円 

事業内容 農道：北金目・飯島等、用水路：南金目・片岡等 

 

事業名 都市農業促進事業 担当課 農水産課 

事業概要 
生産者と消費者の交流等の事業を実施し、都市農業への理解を深めるとともに、地産地消を推進

する取組を実施します。また、市民農園の開設支援を行います。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 2,438千円 2,438千円 2,438千円 

事業内容 生産者との交流事業、地産地消推進ＰＲ及び支援、農作業に親しめる場の設置支援 

 

事業名 魚食普及促進事業 担当課 農水産課 

事業概要 
地場産水産物の販路拡大を図るため、湘南ひらつか魚食普及協議会が実施する各種事業を支援し

ます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 300千円 300千円 300千円 

事業内容 魚調理教室、魚まつり朝市等の開催 

 

事業名 漁業後継者育成事業 担当課 農水産課 

事業概要 将来の漁業を担う後継者を育成するため、研修や体験漁業及び市場見学等の活動を支援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 0千円 0千円 0千円 

事業内容 小学生の体験乗船、市場見学及び漁業者研修会等の開催支援 

関係部：産業振興部、農業委員会事務局 

  

 
農地利用集積面積 

 

105ha 
 

 

120ha 
 

 

132ha 
 

 
漁港施設の機能保全（更新率） 

 

 

2％ 
 

 

38％ 
 

 

100％ 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 都市農業の多様な機能や漁港の立地環境を活かし、生産者と市民の交流を図りながら、農水産物の地産地
消や６次産業化を促進し、食の安心・安全への意識の高まりに応えるとともに、付加価値の創造に取り組
みます。 

 農業・漁業の経営及び生産基盤の強化を進め、安定した魅力ある産業とし、多様な担い手の確保を目指し
ます。 
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事業名 都市漁村交流支援事業 担当課 農水産課 

事業概要 
市民の漁業や海に関わる機会を拡大するため、各種海洋レクリエーションイベントや地獲れ魚の

直販会の開催を支援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 0千円 0千円 0千円 

事業内容 海洋レクリエーションイベントや漁業関連団体活動への支援 

 

事業名 ひらつか花アグリ推進事業 担当課 農水産課 

事業概要 
農業振興や農業理解を進めるため、農の体験・交流館の円滑な運営を図るとともに、ひらつか花

アグリへの来場者の確保を図る取組を進めます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 2,694千円 2,694千円 2,694千円 

事業内容 農の体験・交流館の管理運営、地域との連携事業の実施 

 

事業名 担い手総合対策事業 担当課 農水産課 

事業概要 地域での課題解決に向けた話し合いを支援し、新たな担い手の参入を促進します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 2,719千円 2,719千円 2,719千円 

事業内容 
受託組織強化支援、新たな担い手参入促進へ向けた相談窓口の強化、人・農地プラン策定に向け

た地域への支援 

 

事業名 水産振興推進事業 担当課 農水産課 

事業概要 
地域漁業の発展のため、漁業協同組合等が行う事業活動や漁業者の設備導入に対する支援と水難

救護法に基づく団体や水産関係各種団体に対して経費の一部を負担します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,284千円 1,284千円 1,284千円 

事業内容 漁協等の活動に対する支援と水産各種団体に経費の一部負担 

 

事業名 農地流動化促進事業 担当課 農業委員会事務局 

事業概要 担い手への農地の利用集積を促進するため、農家双方の間に入って貸し借り等を行います｡ 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 11千円 11千円 11千円 

事業内容 農業者への啓発活動及び貸借のあっせん等による農地の利用集積 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 魅力ある花火大会開催事業 担当課 商業観光課 

事業概要 観光振興のため、市民の出資等市民参加による、にぎわいと魅力ある花火大会を開催します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 7,400千円 7,400千円 7,400千円 

事業内容 花火大会の開催 

 

事業名 七夕まつり開催事業 担当課 商業観光課 

事業概要 観光振興のため、市民参加による七夕飾りの充実等により、七夕まつりを開催します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 60,260千円 60,260千円 60,260千円 

事業内容 七夕まつりの開催 

 

事業名 観光事業 担当課 商業観光課 

事業概要 
本市の経済や産業の発展につなげるため、既存の観光資源の魅力アップと新しい観光資源の発掘

とともに、近隣市町との広域観光や地場産業との連携を進めます。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 12,183千円 12,183千円 12,183千円 

事業内容 観光協会への助成他 

 

事業名 新港大浜アクセス道路整備事業 担当課 都市整備課 

事業概要 
新港背後地周辺へ市内外からの人を効果的に集客するため、高浜台交差点から新港へアクセスす

る道路整備を推進します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 0千円 未定 未定 

事業内容 関係機関協議 設計協議 用地協議 

関係部：産業振興部、都市整備部 

  

 
入込観光客の数（年間） 

 

707万人 
 

 

736万人 
 

 

740万人 
 

市と関係団体で作成した観光メニューの

件数（累計） 

 

― 
 

 

6件 
 

 

10件 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 既存の観光資源の魅力を高めつつ、近隣市町の観光資源をつなぎ、周辺地域一帯での回遊性を高め、誘客
の機会を増やします。 

 観光客の様々なニーズに応じた観光メニューづくりを行い、積極的に情報発信することにより、観光客を
呼び込みます。 

 広域幹線道路の開通による首都圏からの来訪者の増加を見込み、海岸地域の魅力を高めるとともに、市内
を回遊できる流れをつくります。 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 勤労者金融支援事業 担当課 産業振興課 

事業概要 勤労者の生活の安定と向上を図るため、生活資金を融資し支援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 180,000千円 180,000千円 180,000千円 

事業内容 各種資金融資 

 

事業名 労働セミナー事業 担当課 産業振興課 

事業概要 勤労者の労働問題や社会経済に関する知識と教養を高めるため、講演会等を実施します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 136千円 136千円 136千円 

事業内容 講演会等の開催 

 

事業名 就労支援事業 担当課 産業振興課 

事業概要 
就職希望者に対する企業合同面接会開催や、就労に向けたセミナー等の開催により、市民の就職

へ向けた活動を支援します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,855千円 1,855千円 1,855千円 

事業内容 就職面接会、就労支援セミナー等の開催 

 

 

 

 

 

 

関係部：産業振興部 

  

合同就職面接会に参加した市内の企業数

（年間） 

 

16社 
 

 

18社 
 

 

20社 
 

勤労者向け融資制度の新規利用件数（年

間） 

 

 

108件 
 

 

110件 
 

 

110件 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 関係行政機関との連携をより一層強化し、適切な就労支援を進めます。また、後継者や技術者などの人材
確保に繋がるよう、様々な企業支援に取り組みます。 

 勤労者に対する融資制度を通じて、生活環境の充実に向けた支援を行います。 
 社会情勢を踏まえた労働問題に関する講演会等を開催し、事業主や勤労者の知識を深める機会を提供しま
す。 

 
労働セミナー参加者の満足度の割合 

 

89.4％ 
 

 

90％ 
 

 

90％ 
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■取組方針（基本計画から転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業計画 

事業名 ツインシティ整備推進事業 担当課 都市整備課 

事業概要 
環境と共生するまちづくりとしてツインシティ整備事業の具現化を図るため、区画整理組合への

支援を行います。また、交通計画の検討及び交通網の整備を県に要請します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 1,038,466千円 1,430,107千円 1,141,360千円 

事業内容 環境共生まちづくりの検討、事業への支援 

 

事業名 ツインシティ大神地区公共下水道整備事業 担当課 下水道整備課 

事業概要 
河川の水質保全や公衆衛生の向上及び浸水防止のため、ツインシティ大神地区内の公共下水道を

整備します。 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

計画事業費 519,250千円 1,366,000千円 1,690,000千円 

事業内容 
基本設計委託、実施設計委託、

管渠の築造工事 
管渠の築造工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係部：都市整備部、土木部 

  

ツインシティ大神地区土地区画整理事業

の進捗率 

 

0％ 
 

 

40％ 
 

 

80％ 
 

総合計画策定時現状値 平成31年度目標値 平成35年度目標値 

 組合施行による土地区画整理事業により、良好な都市基盤を創りだし、計画的なまちづくりを進め、産業
機能、商業・業務機能、居住機能を適切に配置し、雇用の創出、産業の活性化を図り、本市全体の活力向
上につなげます。 

 環境に配慮したまちづくりを実現するため、地権者や地域住民、さらには立地企業も含めた三者協働のま
ちづくりを進め、環境負荷の低減と、周辺の環境と調和した環境共生都市の形成を進めます。 

 神奈川県による（仮称）ツインシティ橋等の整備、並びに神奈川県東海道新幹線新駅設置促進期成同盟会
による新幹線新駅の誘致活動の活性化を促進します。 


